






































































	 本論文は 6 章で構成し、ラオスを研究対象として開発の取り組みとその成果を分析、
考察し、同国が自立的発展を持続していくための課題とその解決策について提示する。
































	 第 3 章では、現在のラオスの経済と産業構造の現状について、1. 1975 年から 1986 年
までの社会主義計画経済体制期、2. 1986 年から 2000 年までの市場経済導入と開放政策



































た。ラオスが目標として設定している項目のうち 30 項目について、2015 年までに目標








































	 	 	 (1) 経済特別区の開発状況とラオス経済への貢献 
	 	 	 (2) ツーリズム産業のラオス経済への貢献 
	 	 	 (3) 教育・保健分野における取り組み状況とその成果 
	 	 	 (4) 都市部と農村部の開発格差是正のための取り組み状況とその成果 
      (5) 政府のガバナンスの開発への貢献 
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	 本論文は 6 部構成としている。第 1 章では、研究テーマである開発途上国と開発につ
いての基本的な概念と戦後の開発アプローチの変遷をふりかえることによって、時代と
ともに開発に関する領域が経済開発のみならず社会開発へと拡大していったことについ











に明らかにし、加えて ASEAN 諸国との国際比較により域内の開発格差について述べる。 
	 第 3 章では、2000 年代に入り、急速に経済成長し始めたラオスの経済状況と産業構
造について述べる。また、経済成長の要因として諸外国との関係性について述べる。第
1 節ではラオスの経済状況の変遷を 1975 年から 1986 年までの社会主義計画経済体制期、
次に 1986 年~2000 年までの市場経済導入と開放政策期、そして 2000 年から現在に至










1 節で調査の背景と調査対象村の概要について述べ、第 2 節では、調査村の生計状況に
ついて収入と支出の面から考察を行う。第 3 節では、保健・教育分野の状況について考
察を行う。 





	 第 6 章は、本論文の結論としてラオスが後発開発途上国から卒業出来るのか否かにつ
いて検討し、卒業のために必要な要件について述べる。第 1 節では、国連開発政策委員
会の直近の後発開発途上国 3 ヶ年評価の結果について検討する。第 2 節では、他の後発
開発途上国卒業国の事例とラオスの開発状況から検討した卒業予測について述べる。第







































第 1 節	 開発途上国と開発 











つの基準について述べた（ヴァイナー 1959 130 – 136 頁）。 
 
1. 人口密度の低さ。 
                                                   






















かについていわれるもの」と述べた (ブキャナン、エリス 1958 4-5 頁)。そして、「低開
発とは、人々の平均的消費および物質的福祉が相対的に低いことによって表される経済
成果が貧困なことであり、加うるに、既知の手段の適用によって改善されうる潜在性を






























第 2 項	 開発途上国の分類 




	 国際連合(United Nations: UN: 国連)は、193 カ国が加盟する最大規模の国際機関で
ある。国連の加盟国に対する分類定義には、地域別の分類や地理的条件による分類がな
されているが、開発途上国という分類は実質上存在しない。但し、国連の内部機関であ
る国連開発政策委員会(Committee for Development Policy: CDP)が定めた基準によっ
て、「低所得国で、持続可能な開発に対する構造的な障害に悩まされている国々」を後発
開発途上国(The Least Developed Countries: LDCs)と定義し、2016 年現在 48 カ国が
LDCs に分類されている2。 
	 国連の関連機関である国連開発計画 (United Nations Development Programme: 
UNDP)は、1990 年に導入した人間開発指数(Human Development Index: HDI)による
分類を行っている。HDI は加盟国の出生時平均余命、予測就学年数、平均就学年数、１
人あたり GNI(Gross National Income: GNI)をそれぞれ指数化して、複合した指数とし
て表されるものである3。HDI の数値によって、人間開発最高位グループ、高位グルー
プ、中位グループ、そして低位グループに分類している。国連が行っている二つの分類
                                                   
2 United Nations Department of Economic & Social Affairs Committee for Development Policy, 	  
	 2015, “The Least Developed Countries Category 2015 Country Snapshots”, LDC Definition p.1. 	  
	 LDCs についての詳細な基準、分類要件、卒業要件等詳細については第６章で詳述する。 




	 次に、世界銀行(World Bank)は、経済的観点、１人あたり GNI 額によって低所得国、
低中所得国、高中所得国、高所得国に分類している。分類基準および国数は、表 1-1-1
に示した通りである。世界銀行の所得分類基準は、世界銀行アトラス法による実勢価額
によって示されており適宜改訂が行われている。	 	  
 
表 1-1-1 世界銀行の所得分類(2015 年基準) 
 
出所：World Bank, World Bank Country and Lending Groups より筆者作成。 
 
表 1-1-2 OECD・DAC の ODA4受取国・地域リスト 
 
出所： Organization for Economic Coopreation and Development, DAC List of ODA Recipients 
より筆者作成。 
 
	 経済協力開発機構 (Organization of Economic Cooperation and Development: 
OECD)は、 1948 年に設立された欧州経済協力機構 (Organization of European 




2017 年 3 月現在 35 カ国が加盟している(OECD 2017)。OECD の内部組織である開発援
助委員会（Development Assistance Committee: DAC）は、援助受取国を LDCs(48 カ
国)、低所得国(4 カ国)、低中所得国（36 カ国）、高中所得国（58 カ国）に分類している
(表 1-1-2)。 
	 このように国際機関はそれぞれの分野で、必要に応じた基準で各国を分類し活動を行
                                                   
4 ODA(Official Development Assistance): 政府開発援助。 
  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第 3 項	 開発とは 
	 開発という言葉の意味は、「1. 天然資源を生活に役立つようにすること、2. 実用化す
ること、3. 知識を開き導くこと」などが挙げられる (広辞苑第 6 版  2008)。英語の























(トダロ 2004 18 頁)。 




	 トダロは続けて、50 年代から 60 年代の経済成長にも関わらず開発途上国の人々の生
活水準に変化がなかったことから、多くの経済学者や政策立案者たちが、経済開発の意
味を拡大し、「経済成長を背景として貧困、不平等、失業を削減または撲滅することと再
定義した」(トダロ 2004 19 頁)。さらに「経済成長の加速、不平等の低減、貧困の撲滅
とともに社会構造や大衆の姿勢、国家機構の大変革などを含む多元的な過程と考えなけ














と述べた（マイヤー 2006 2 頁）。それは、経済開発は生活水準の向上であり、その実現














                                                   
5 トリクル･ダウンとは、1950 年代から 60 年代の開発アプローチにおいて、マクロ的な経済成長の成 
	 果が、徐々に貧困層にも行きわたるというもので、援助の役割は、資本不足の克服、近代部門の成 





経済成長なしに開発を成し遂げることはできない(Lwin, Kinoshita, Mori 2016) 。 
 
第 2 節	 開発援助と開発アプローチの変遷 
第 1 項	 開発援助の始まり 





















第 2 項	 国連開発の 10 年 
	 1961 年の国連総会での米国ケネディ大統領の提言により「1960 年代を開発途上国の
開発促進のために国連開発の 10 年とする」ことが決議された。「国連開発の 10 年」は
以後第 5 次まで 10 年ごとに国際開発戦略（International Development Strategy: IDS）
として開発目標が設定された(表 1-2-1)。第 1 次〜第 3 次（1960 年代〜80 年代）では、
経済指標、つまり GNP 成長率の達成を目標とした開発目標となっていた。そして、そ
のために第 2 次開発の 10 年では、ODA 支出額の国際目標として先進国の経済規模（GNP）
 11 
の 0.7％を開発援助に充てる6とするものであり、この考え方は、2000 年に国連で採択さ
れたミレニアム開発宣言にも活かされている。その後第 4 次（1990 年代）以降では、
これまでの経済指標重視の開発から、持続可能な開発や人間中心の開発といったアプロ
ーチまたは、開発の考え方に変化がみられる。第 5 次（2000 年代）には、ミレニアム
開発宣言 (Millennium Development Declaration)に基づく、ミレニアム開発目標
(Millennium Development Goals: MDGs)が国連で採択され、より具体的な目標を掲げ
た、達成するためのアプローチへと変化した7。 
 
表 1-2-1	 国連開発の 10 年の変遷 
 
出所：国際開発ジャーナル社、2014、「国連開発の 10 年」、『国際協力用語集 第 4 版』、109 頁より筆
者作成。 
 
第 3 項	 構造主義に基づく経済開発アプローチ 
	 古典派や新古典派経済学に基づく経済メカニズムにおいては、自由市場の中で競争が
行われることにより資源や労働、技術の最適な配分が実現し、経済成長が達成されると








                                                   
6 70 年代当時の開発援助は GNP の 0.34％であったが、90 年代には、0.25％に低下した。なお、現 
	 在は GNI の 7%が ODA 支出額の目標額として用いられている。 














































                                                   
8 ハロッド=ドーマーモデルの方程式を最も単純化した式が、(1)式である。 ∆!! = !!   (1) 
	 (1)式は GNP の成長率(ΔY/Y)は、貯蓄率(s)と資本・産出高比率(k)との組み合わせで決まることを 
	 単純に述べており、政府のないところでは国民所得の増加率が貯蓄率と正の関係にあり、資本・産	  
	 出高比率とは負の関係になる。成長するためには GNP のある程度を貯蓄と投資に回さなければなら	  
	 ず、より多く貯蓄し、投資できれば、より早く成長することができるとした(トダロ 1997 134-138 
	 頁)。 
9 ビッグ・プッシュ・モデルは、ローゼンシュタイン-ロダンによって提唱され、開発途上国の発展が	  
	 低水準均衡の罠のような状態にある場合、低水準状態の経済をビッグ・プッシュによって高水準へ 
	 移行することを可能とするようなモデルである(佐々木郷里、渡辺利夫編、2004、『開発経済学事典』、 
	 弘文堂、427 頁。)。Rosenstein-Rodan P.N., 1943,”Problems of Industrialisation of Easutern and  






アにおいても、1965 年に設立された東南アジア諸国連合(Association of South-East 















途上国から批判が挙げられるようになったのが 1960 年代であった。 
 





















第 5 項	 新古典派経済理論に基づく構造調整アプローチ 
	 1970 年代の 2 度の石油危機は、先進国の景気停滞とインフレーションを引き起こし、
先進国の援助疲れ、途上国の財政赤字と国際収支赤字に起因する債務危機によるマクロ
経済状況、国際環境の悪化などから、1980 年代になると世界銀行や国際通貨基金



























	 75 頁。 
13 国際開発ジャーナル社、『国際協力用語集第４版』、2014、215 頁。 
 15 
ビスを貧困層に効果的に届くような方法で供与しようとする考え方＝ベーシック・ヒュ
ーマン・ニーズ (Basic Human Needs: BHN) アプローチが採用されるようになった。
BHN は国際労働機関（International Labor Organization: ILO）の 1972 年報告書にお
いて、生産的雇用の拡大、貧困の根絶、極端な不平等の縮小、成長の成果のより平等な












第 7 項	 持続可能な開発 








                                                   
14 1961 年に設立された米国政府の海外援助機関。 
15 1972 年にストックホルムで開催された国連人間環境会議において採択された「人間環境宣言」お 
	 よび「人間環境行動計画」の実施機関として設立された国連機関。国際開発ジャーナル社、『国際協 
	 力用語辞典第４版』、2014、110 頁。 
16 イタリアの実業家ペッチェイ（Aurelio Peccei）らが創設した民間団体。急速な技術革新の一方で 
	 深刻化する現代の諸問題を世界的な視野から検討し、解決することを目的とした。1972 年に提起さ 
	 れた『成長の限界』は、世界人口、工業化、汚染、食料生産および資源の使用が現在のまま続けら 




	 タとモデルとともに提示した（メドウズ他 1972 11-12 頁）。 

































                                                   
18 “Humanity has the ability to make development sustainable to ensure that it meets the needs  
	 of the present without compromising the ability of future generation to meet their own needs.”  
	 (Report of the World Commission on Environment and Development: Our Common Future). 
19 貧困と格差（所得、地域間、ジェンダー、人権等）、人口増加、飢餓と栄養、教育、ジェンダー、 
	 麻薬、感染症と HIV、組織犯罪等が挙げられる（下村 2009 56-57 頁）。 
20 民主化、人権、グッドガバナンス、汚職と腐敗、難民等が挙げられる（下村 2009 56-57 頁）。 



















第 9 項	 ミレニアム開発目標から持続可能な開発目標へ 




                                                   
22 人間開発指数は、国民所得、識字率と就学率、平均余命を指数化し、３つの指数の平均値として定 
	 義されている(UNDP 1990)。 
23 人間貧困指数（Human Poverty Index: HPI）：開発途上国を対象にした HPI-1 と先進国を対象と 
	 した HPI-2 がある。HPI-1 は①40 歳まで生存できない人口比率、②非識字率、③経済的剥奪指標 
	 （人間にふさわしい生活ができないことを示すもので、安全な水にアクセスできない人の割合、医 
	 療サービスへのアクセスがない人の割合、低体重の子どもの割合を合成した指標からなる）で構成 
	 される。HPI-2 は①生存における困窮（60 歳まで生存できない人口比率）、②知識の不足、③生活 
	 水準の低さ（相対的貧困率）、④社会生活からの排除（失業率）で構成される。国際開発ジャーナル 
	 社、『国際協力用語集第４版』、2014、244 頁。 
24 HPI がそれぞれの国の平均値によって保健、教育、所得の 3 側面における相対的な貧困状態を描き 
	 出す指標であるのに対して、多次元貧困指数(Multiple Poverty Index: MPI)は、教育と保健と生活 
	 水準において人々が直面している複数の欠乏を捉えるもので、人が同時にいくつの種類の貧困に直 





	 development1/hdr_2011/QA_HDR3.html（2017 年 4 月 1 日） 




	 MDGs は、8 つのゴール（開発目標）と 18 のターゲット（達成目標）、そして 48 の











	 8 つの目標には 1990 年を基準とした具体的なターゲットが設けられており、より現
実的な目標が掲げられている。例えば、MDG1 の貧困と飢餓の撲滅では、「2015 年まで
に 1 ドル未満で生活する人々の割合を 1990 年の半数に減少させる」、「飢餓に苦しむ人
口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」が挙げられている。また、「初等教育の
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柔軟性のある取り組みであったと述べている(山形 2010)。	  
 











                                                   
27 子どもの労働は、同時に女性の多産に関連する。子どもの死亡率が高い国地や地域では、労働力と 




























































	 貧困の撲滅(MDG1)では、極度の貧困比率（1 日１.25 ドル以下で生活する人々の割合）







	 幼児死亡率の削減（MDG4）では、1,000 人あたりの 5 歳未満児死亡率が 1990 年の
90 人から 2015 年には 43 人へ減少し、さらに妊産婦の健康状態の改善（MDG5）につ










表 1-2-3 MDGs アジェンダとその成果 
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 22 
に伝えられ、「STAND UP TAKE ACTION」のような世界的な市民活動につながった28。 
	 MDGs が終了する 2015 年を前に、ポスト MDGs についての議論が行われた。MDGs
は、一定の成果を生み出したが目標を全て達成したわけではなく、引き続き目標達成の
ための取り組みが必要であり、「持続可能な開発目標に関するオープン・ワーキング・グ
ループ（Open Working Group on Sustainable Development Goals）」が目標案を作成
し、 2015 年 9 月の国連総会で採択された。持続可能な開発目標 (Sustainable 
Development Goals: SDGs)には 17 の目標が設定された(表 1-2-4)。 
 




	 国際連合広報センターによると、SDGs は持続可能な開発について 1987 年のブルン
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	 SDGs は、従前の MDGs を引き継ぎ、より包括的かつ細分化した目標を設定したもの
であり、その文言に見られる最も特徴的なことは、「あらゆる」、「すべての」という言葉
に表されているように、「誰も取り残さない(no one will be left behind)」開発の推進が
強調されている。 
 



















ト・シーキング29や汚職の問題を引き起こしたことから、1970 年代後半から 1980 年代
                                                   
29 何らかの供給量固定的な無形資産に依存した報酬を求める行動のことで、ここでは、例えば輸入許 
	 可、免許といった無形資産を得るために政治家、官僚などに対して賄賂などで働きかけを行うとい 































































	 1980 年代から 1990 年代の新興工業経済地域(Newly Industrialization Economies: 
NIEs)の経験から上記 9 条件のうち 4. 政治的安定、7. 市場志向の政治･経済環境、9.開
発管理能力とその効果が特に重要な要素であると述べている。それら 3 つの条件は、政
府の役割であり、高い経済成長と持続可能な開発が、ODA や外国直接投資 (Foreign 
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(横山 2008 3 頁)。そして、「ラオスの農村で、だれかが餓死したという話は聞いたこと
がない。村で人々と共に過ごすと、むしろ生活が「豊か」だと感じるのである。」とも述
べた(横山 2008 3 頁)。これは、ラオスに滞在し地方の農村地域を訪れた者が共通して持
つラオスに対する率直な感想の一つである。しかし、一方で現代ラオスの都市化は意外
なほど急速かつ広範囲に拡大している。 







第 1 節	 ラオス人民民主共和国の成立と政治体制 
	 メコン川中流域では、紀元 1000 年頃から政治的、経済的、軍事的権力集団が形成さ
れ、「マンダラ」と呼ばれる小王国が多数存在する地域であったという（スチュワート-
フォックス 2010）。1353 年にそれらの小王国をファーグム王が統一して成立したのが












                                                   
30 スチュアート-フォックスの『ラオス史』によると、ラーンサーン王国成立以後もビルマの侵攻や 
	 シャム、ベトナム、中国との従属関係が続いたとされている(スチュアート-フォックス 2010)。 
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なった。そして、ラオス王国政府の弱体化と、ベトナム戦争における米国の撤退によっ




















の党員数は、2016 年 1 月の第 9 回党大会の時点で、25 万 2,879 人であった35。入党の
条件は、①大衆（団体）の運動で訓練を受けた 18 歳から 55 歳までのラオス国民であり、
②党の理想に従う政治的自覚を持ち、③経歴が明確で、革命道徳を有し、④自発的に入
党の意思があり、規約を遵守し、党費を支払う者である。35 歳以下は、ラオス人民革命
青年団に所属していたことが要件となる(瀬戸 2015b )。 
                                                   
31 1945 年に王国政府の首相であったペッサラートらによって成立された「パテート・ラオ（ラオス 
	 人の国）」を前身とし、1953 年にラオス人民党によって後に人民解放軍となった「ネーオ・ラオ・ 
	 ハックサート(ラオス愛国戦線)のことをさす。ラオス人民党は 1972 年に人民革命党に名称変更した。 
32 1970 年代末期から改革・開放政策で、経済システムを計画経済から市場経済体制に移行するプロ 
	 セスで、閉鎖的体制を改め、海外との取引を逐次自由化する政策である(渡辺利夫、佐々木郷里編、 
	 「改革・開放政策」、『開発経済学事典』、弘文堂、42 頁)。 
33 1986 年のベトナムにおける改革・開放政策で、資源配分方法を指令計画から市場調節へ、価格を 
	 政府固定価格から市場価格へと転換することを決定した。「ドイモイ」とはベトナム語で「刷新」を 
	 意味する(渡辺利夫、佐々木郷里編、「改革・開放政策」、『開発経済学事典』、弘文堂、366 頁)。 
34 ソ連経済停滞打破のために 1985 年にゴルバチョフ書記長が採用した経済「立て直し」政策を指す。 
	 計画重視、財政重視の社会主義的な政策から市場経済を意識した政策に変更した(渡辺利夫、佐々木 
	 郷里編、「改革・開放政策」、『開発経済学事典』、弘文堂、471 頁)。 

















	 国家の基本法である憲法は、ラオス人民民主共和国の建国から 16 年を経た 1991 年に
初めて制定され（以下 1991 年憲法）、その後 2003 年に改正された（以下、憲法）。1991
年憲法では、前文で、ラオス人民革命党がインドシナ共産党に起源を有すること、並び
に党が祖国解放を行った業績が記され、ラオスが人民民主共和国であると定めている。 













1997 年の ASEAN 加盟以降、ASEAN 自由貿易地域（ASEAN Free Trade Area: AFTA）
                                                   
36 2016 年 1 月に開催された第 10 回党大会において 69 名の委員が選出された。 
37 2016 年 1 月に開催された第 10 回党大会において 11 名の局員が選出された。 
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第 2 節	 地理的概要と民族 
第 1 項	 地勢と気候 
ラオスは、北緯 14 度から 23 度、東経 100 度から 108 度のインドシナ半島中央に位
置する内陸国で、国土面積 23 万 6 千 800 平方キロメートル、南北約 1,050 キロメート
ル、東西約 100 キロメートルから約 500 キロメートルの縦長の地形である38。タイ、カ
ンボジア、ベトナム、ミャンマー、さらに中国と国境を共有し、その総延長距離は 5,180
キロメートルに及ぶ。ラオスはそれらの近隣諸国と陸路で繋がっており、国境線には
2016 年現在計 23 か所の出入国ポイント（インターナショナルチェックポイント）が設
けられている。 
国土の 4 分の 3 は山岳部または高原で、最高地はサイソンブン県にあるプービア山の





の平野を中心として、ラオスの穀倉地帯を形成している（西澤 2003 18 頁）。気候は熱
帯気候に属しており、平均気温は北部と南部、または、山岳地帯と平野部とで異なるが、




                                                   
38 Google Map, 2016, Lao PDR, Google Map.ラオス地図は附録 1 を参照。	  
39 Lao PDR Statistical Yearbook 2014, Table 3, p3.  
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第 2 項	 民族多様性 
ラオス統計局が公表しているラオス統計年報 2014 年版 (Lao PDR Statistical 
Yearbook :LSY2014)によるとラオスの人口は約 680 万人と推計されている40。ラオスは、




	 政府が 2000 年に行った分類では、49 種族が言語によってラーオ・タイ語族、モン・
クメール語族、チベット・ビルマ語族、モン・イウ・ミエン語族の 4 グループに分けら
れており、表 2-2-1 に示すようにそれらの語族に属する民族種族が存在している。また、
表 2-2-2 のように人々が住む地域の高低による分類が用いられることもある。 
 













                                                   
































	 ラオ・スンとは、高地ラオス人のことで海抜 800m 以上の高地に住む人々で、モン・


















第 3 項	 地域別の特徴 
	 ラオスは、一般的に北部、中部、南部の三つに地域に区分され論じられることが多く、
それに倣って地域別の特徴について述べる。 
	 まず、北部は、中国、ミャンマー、タイ、ベトナムと国境を接し、表 2-2-3 に示す 8
県で構成されており、総面積は 11 万 2 千 755 平方キロメートル（ラオス全体の 47.6 %）、
                                                   
42 上座部仏教は、戒律を遵守し出家による自己救済を本義する。出家、布施、儀礼への参加、瞑想行 
	 など功徳を積むことで救われると信じられている(林 2015)。 
43 Central Intelligence Agency, 2016, “The World Fact Book Laos”.  
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2014 年の人口は 239 万 8 千人(ラオス全体の 35.3%)である。中部や南部と比較すると面
積、人口とも大きいが、人口密度で比較すると 21.3 人/㎢と小さいことがわかる。 
 
表 2-2-3	 北部の 8 県の面積、人口、人口密度(2014 年) 
 
出所：人口は、LSY 2014, Population and Demography、Table 15, p22、 
面積は、LSY 2013, Population Estimation and Density in 2013, Table 15, p18.より抜粋して作成。
人口密度は筆者が算出。 
 
	 気候は雨季と乾季にわけられるが、中部や南部よりも冷涼で 11 月中旬から 6 月中旬
までは乾季、6 月中旬から 11 月までが雨季である。乾季のうち 11 月から 3 月は夜間の
気温が氷点下になる場合もあり寒いが、4 月から 6 月は最も暑い時期となる。 












	 表 2-2-4 は、第 7 次国家社会経済開発計画で示された、地域別の GDP 成長率、産業
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別の GDP 割合、1 人当たり GDP について抜粋したものである。北部では、農業が GDP





表 2-2-4 北部地域の GDP 成長率、産業別 GDP 割合、1 人当たり GDP(2014 年/2015 年) 
 
出所：The 7th National Socio-Economic Development Plan, Table 9: Estimation of Economic 
Structure and GDP per capita in Each Region from 2006-2010, p40 より抜粋。 
 
表 2-2-5 中部 1 都 5 県の面積、人口、人口密度(2014 年) 
 
出所：人口は、Lao PDR Statistical Yearbook 2014, Population and Demography Table 15, p22 よ
り、面積は、Laos PDR Statistical Yearbook 2013, Population Estimation and Density in 2013, Table 
15, p18 より抜粋して作成。但し、サイソンブン県の面積は、Ministry of Information, Culture and  
Tourism, Tourismlaos、Xaisomboun Overview より引用、人口密度は筆者が算出して作成。 
 
	 中部地域は、首都ヴィエンチャンを含む１都 6 県で構成され、面積 8 万 919 平方キロ





ャンは人口密度が 211.2 人/㎢と人口集積が突出している。 
                                                   
44 サイソンブン県は、ヴィエンチャン県、シェンクアーン県、ボリカムサイ県に分割されていた旧サ 
	 イソムブーン特別区が 2014 年 12 月に再度独立した県として設置された。 
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	 中部ラオスは、ラオスの中では最も農業の GDP に占める割合が低く 28.1%、工業
37.4%、サービス業 34.5%となっており、1 人当たり GDP は、2,056 ドルと最も高い地
域である(表 2-2-6) 45。首都ヴィエンチャン郊外には、経済特別区(Special Economic 
Zone: SEZ)46が設置され多くの製造業も存在し、商業や金融などのサービス産業も発展
しており、地方からの労働力の流入がそれら産業を支えている。 
	 サワンナケート県には、2003 年にサワン-セノ SEZ が設置され、2006 年にサワンナ
ケート県とタイのムクダハーン県とを結ぶ第 2 友好橋がメコン川に完成し、2009 年に
は国道 9 号線の完全舗装化が完了しタイ、ラオス、ベトナムを繋ぐ東西回廊とともに物
流の要ともなっている。さらに、2011 年にはカムアン県にもタイのナコンパノム県との






表 2-2-6 中部地域の GDP 成長率、産業別 GDP 割合、1 人当たり GDP(2013 年/2014 年) 
 
出所：The 7th National Socio-Economic Development Plan, Table 9: Estimation of Economic 
Structure and GDP per capita in Each Region from 2006-2010, p40 より抜粋。 
                                                   
45 本論文における通貨表記「ドル」は米ドルを指す。 
46 2003 年に外国投資誘致を目的とした政令により設置されることとなった SEZ は、広大な土地へ外 
	 国企業の工場を誘致、進出企業に対しては減税等の優遇が行われる。第 8 次ラオス国家社会経済開 
	 発 5 ヶ年計画(the 8th National Socio-Economic Development Plan 2016-2020： 
	 NSEDPⅧ2016-2020)によると、2016 年現在全国に 13 カ所設置されている。 
47 ターケーク郡は、カムアン県の県都である。ラオスの行政区分は、県（ケーン）、郡（ムアン）、村 
 （バン）にわけられる。 
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	 南部ラオスは 4 県で構成され面積 4 万 4 千 91 平方キロメートル（全体の 18.6%を占
める）、人口 134 万 6 千人(全体の 19.8%を占める)、人口密度は 30.5 人/㎢という地域で、
カンボジア、タイ、ベトナムと国境を接している(表 2-2-7)。 
 
表 2-2-7 南部 4 県の面積、人口、人口密度(2014 年) 
 
出所： 2014年の人口は、Lao PDR Statistical Yearbook 2014, Population and Demography Table 15, 
p22 より抜粋して作成。面積は、Lao Population and Housing Census 2015 Provisional Report, Table 
3, p18 より抜粋して作成。人口密度は筆者が算出。 
 
	 南部の気候は 6 月から 10 月頃までの雨季と、11 月から 5 月頃までの乾季にわけられ
る。雨季には、気温も高く雨も多く降り、北部や中部の雨がメコン川によって運ばれ、
同時に支流から流れてくる雨によって水量が増え洪水をもたらすことがある。また、北
部や中部と比較して湿度も高い。11 月から 5 月まではほとんど降水はなく、12 月から
2 月までは気温も低い。4 月から 5 月は最も気温が高くなる。 
	 南部の地形は、ボリカムサイ県とチャンパーサック県の平野部を除くと、高原地帯に
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表 2-2-8 南部地域の GDP 成長率、産業別 GDP 割合、1 人当たり GDP(2013 年/2014 年) 
 
出所：The 7th National Socio-Economic Development Plan, Table 9: Estimation of Economic 
Structure and GDP per capita in Each Region from 2006-2010, p40 より抜粋。 
 
第 3 節	 主要な指標からみた社会経済状況 
第 1 項	 現在の経済概要 
 
表 2-3-1 ラオスの主要経済指標(2016 年) 
 
出所：World Bank, World Development Indicators の各指標を参照して筆者作成。 
但し、対ドル為替レートは、Asian Development Bank, Key Indicator for Asia and the Pacific Lao 
PDR 2016 の 2015 年の平均レートを参照。 
 
	 表 2-3-1 は、ラオスの直近の主な経済指標を整理したものである。2016 年の GDP は、
159 億 3 百万ドルで、1 人あたり GNI は、2,150 ドルであった。2005 年の GDP は 27
億ドル、1 人当たりの GNI が 460 ドルであったので、国家の経済規模、国民所得ともに
大きく増大している。また、2015 年の輸出額が 46 億 6 千 6 百万ドル(GDP29.3%)で、
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輸入額が、62 億 2 千万ドル(対 GDP39.1%)であった。2005 年と比較すると輸出額が約
9 億ドル(対 GDP34.2%)、輸入額が約 13 億ドル(対 GDP46.5%)であったので、こちらも
大きく増大している。ただし、貿易収支は、2005 年の 4 億ドルの輸入超過に対して、
2016 年は 15 億 5 千万ドルの赤字と貿易赤字が拡大している。	  
	 表 2-3-2 は、ラオスの産業別の GDP の割合を 2005 年と 2014 年とで比較したもので




し、それらの輸出が増加したこと、さらに 2003 年に SEZ 設置と外資誘致による積極的
な工業開発が行われ、それにともない製造業が伸長していることから産業構造が変化し





表 2-3-2 産業別 GDP の割合（%） 
 
出所：World Bank, World Development Indicators の GDP データより筆者が算出して作成。 
 
表 2-3-3 ラオスの財政および開発援助受入額、為替レート(2015 年) 
 
注：LAK: Lao Kip、ラオスの通貨単位ラオスキップ。 





















	 表 2-3-3 は、2015 年のラオスの財政および開発援助受入額をまとめたものである。ラ
オスでは、恒常的な貿易赤字とともに課題とされているのが、財政赤字の問題である。
2015 年の歳入は 27 億 8 千 8 百万ドル、歳出が 32 億 7 千 1 百万ドルで、約 4 億 8 千万
ドルの赤字であった。過去 7 年間を見ても歳出が歳入を上回った状態が続いており、特
に 2013 年以降財政赤字が増大している。この財政赤字の最大の要因は、不安定な歳入




が 5 億 5 千 7 百万ドル（対歳入比 20.0%）となった。また、対米ドル換算レートは、近
年比較的安定しており 1 ドル＝8,000 キップ台で推移している。 






第 2 項	 保健・教育指標 
	 表 2-3-4 にラオスの主要な保健指標をまとめた。ラオスの出生時平均余命は 66.1 歳で、
乳児死亡率は 50.7 人/1,000 人、5 歳未満児死亡率が 66.7 人/1,000 人である。タイの乳




表 2-3-4 ラオスの保健指標 
 
出所：World Bank, World Development Indicators の各指標を参照して筆者作成。 
 
 
                                                   
48 ラオスの経済および産業構造については第 3 章で詳述する。 










	 表 2-3-5 は、ラオスの主な教育指標をまとめたものである。15 歳以上成人識字率は、








表 2-3-5 ラオスの教育指標 
 
出所：World Bank, World Development Indicators の各指標を参照して筆者作成。 
 
第 3 項	 都市部と農村部における開発格差 









                                                   
50 World Bank, World Development Indicators.  
51 NSEDPⅦ (2011-2015)44-50 頁、および 88-91 頁、NSEDPⅧ (2016-2020)10 頁、45-52 頁、お 
	 よび 89-97 頁。 
52 Lao Statistics Bureau, 2015, Lao Population and Housing Census 2015 Provisional Report,  




















2. 村内に存在する世帯のうち 70%以上の世帯が電気を利用している。 
































	 表 2-3-6 は 1975 年から 2015 年までのラオスの都市部と農村部との面積および人口動
態推移をまとめたものである。ラオスで都市部とされる面積は 1,019 平方キロメートル、
農村部の面積は 22 万 7 千 856 平方キロメートルで、全国土面積の 95.5%が農村部とな
 47 
っている。2015 年の都市部の人口が 262 万 6 千 533 人、農村部の人口は 417 万 5 千 490
人であり、全人口の 61.4%が農村部に居住している。ラオスにおいても農村部から都市
部への人口移動が生じており、建国時の 1975 年の都市人口の割合は 11.1%であったも





表 2-3-6 都市部と農村部の面積および人口 
 
出所：World Bank, World Development Indicators の都市部と農村部データを用いて筆者作成。 
 
	 表 2-3-7 は、第 7 次国家社会経済開発 5 カ年計画（Laos Five-Year National 
Socio-Economic Development Plan 2011-2015: NSEDPⅦ 2011-2015）に示された、県
別の GDP 成長率、産業別 GDP 割合および 1 人当たり GDP 額を一覧にしたものを示し










                                                   
53 本論文ではラオス国家社会経済開発 5 ヶ年計画は NSEDP の略語を用い、第 7 次（2011 年-2015 
	 年）をⅦ、第 8 次（2016 年-2020 年）をⅧと表記して区別する。 
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ス業の割合が低くなっていて、1 人あたり GDP も低い。 
 
表 2-3-7 県別 GDP 成長率、産業別割合、1 人当たり GDP 額 
（2006 年-2010 年の平均） 
 
注：サイソンブン県は、2014 年に新設されたため、本表にはデータが含まれていない。 
出所：The Seventh Five-Year National Socio-Economic Development Plan(2011-2015)、 
Table 9, P40 より抜粋、筆者和訳作成。但し、全国平均は筆者が算出。 
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	 世界遺産の町でもある北部のルアンパバーンや、メコン川架橋と SEZ が設置されてい
るサワンナケート県、そしてカムアン県などは、1 人あたり GDP は 1,000 ドルに達し
ていないが、現在の開発状況を鑑みると今後大きく発展が期待されるだろう。重要な課




第 4 項	 社会経済状況の国際比較 
	 前節までに、ラオスの社会経済状況の概要について述べたが、ではラオスは他の国々
と比較した場合に、どのような位置づけになるのだろうか。国際比較をするため、ほぼ
同様の地理的条件にあり、民族的にも類似性のある ASEAN 加盟諸国と比較してみる。 
 
表 2-3-8 ASEAN 加盟国の国土面積・人口・GDP・NGI の比較(2016 年) 
 
注 1:	ブルネイとミャンマーの 1 人当たり GNI は 2015 年のデータである。。	
出所：面積は World Fact Book、人口、GDP、１人当たり GNI は World Bank, 2017, World 
Development Indicators のデータを参照して筆者作成。	
 
	 表 2-3-8 に 2016 年現在の ASEAN 加盟国の国土面積、人口、GDP 額、および 1 人当
たり GNI 額をまとめた。まず、国土面積と人口でみると、ラオスは ASEAN 加盟国の
なかでは、7 番目の国土面積で、人口も 8 番目と国家としては他の国々と比較すると規
模の小さな国家である。どの国も気候としては、熱帯および亜熱帯性の気候地域に分布
*) -,#/ .% $('$ .% GDP(10& .% 0$+GNI( .%
 5,765 9 423 10 11.4 10 38,520 2
	!) 181,035 8 15,762 7 15.8 9 1,140 10
!( 1,904,569 1 261,115 1 932.3 1 3,400 6
 236,800 7 6,758 8 15.9 8 2,150 7
 "( 329,847 5 31,187 6 296.4 5 9,850 3
!" 676,578 2 52,885 5 67.4 7 1,190 9
! 300,000 6 103,320 2 304.9 3 3,580 5
(!
" 697 10 5,607 9 297.0 4 51,880 1
 513,120 3 68,863 4 406.8 2 5,640 4




では加盟国中 8 番目、1 人あたり GNI は 7 番目と低位に位置しているが、2010 年以降
でみてみると GDP 成長率、一人あたり GNI の増加率ともに 10 カ国中最も高くなって
おり、急成長を遂げている54。 
	 次に、社会的状況に着目する。まず、表 2-3-9 に ASEAN 加盟国の出生時平均余命(2014
年)と乳幼児死亡率(2015 年)をまとめた。ラオスの出生時平均余命は 66.1 歳でミャンマ
ーやカンボジア、インドネシア、フィリピンとほぼ同じであるが、乳児死亡率が 50.7




表 2-3-9 ASEAN 加盟国の平均余命、乳幼児死亡率(2014 年・2015 年) 
 
出所：World Bank, World Development Indicators の保健データを参照して筆者作成。 
 
	 表 2-3-10 に男女別の 15 歳以上成人識字率、15 歳以上 24 歳若年層識字率(2015 年)を
示した。ラオスの 15 歳以上成人識字率は、女子 72.8%、男子 87.2%とカンボジアとほ
ぼ同じ割合であり、ASEAN 加盟国の中ではそれら 2 カ国は他の国々と比較すると極端
に低くなっている。しかし、15 歳以上 24 歳若年層識字率はいずれも 90%を越えており、
他の加盟国とほぼ同じ識字率を達成するようになっているということがわかる。 
	 このように、ラオスは国土面積や人口、経済規模において ASEAN 加盟国の中では小
                                                   
54 2010 年から 2016 年の GDP 成長率の平均がラオスは 13.3%、１人当たり GNI の増加率の平均が 
	 11.8%と加盟国中最も高かった（いずれも算術平均）。World Bank, 2017, World Development  
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表 2-3-10 ASEAN 加盟国の識字率の比較(2015 年) 
 
出所：World Bank, World Development Indicators の識字率データを参照して筆者作成。 
 
まとめ 








	 ラオスの国土面積や人口は、他のインドシナ、または ASEAN 諸国と比較すると小規
模な国家であるが、近年目覚ましい経済と社会の発展を見せている。GDP の成長ととも
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として挙げられるのではないだろうか。 
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	 第 3 章では、ラオスの経済状況および産業構造の特徴について述べた上で、近年のラ
オスの経済発展が国際関係にあることに着目し、特に開発援助および外国直接投資と
GDP との関連について述べる。第 1 節では、ラオスの経済状況を 1．1975 年から 1986
年の社会主義計画経済期、2. 1986 年から 2000 年までの新経済メカニズム導入による経
済開放政策期、3. 2000 年から現在の経済成長期に分けて考察を行う。次に第 2 節では
現在のラオスの産業構造について 1. 農業、2. 工業、3. サービス業の特徴について述べ
る。そして、第 3 節では、近年のラオスの経済成長の要因について、開放政策による国
際社会との関係性に着目し、政府開発援助、外国直接投資との関連性について 1990 年
から 2014 年までの 25 年間の時系列データを基に分析、考察を行う。 
 
第 1 節	 ラオス経済の変遷 
第 1 項	 社会主義計画経済下の経済停滞 
	 多くの先行研究は、ラオス経済の停滞要因として二つを挙げている。ひとつは、第二
次世界大戦後長く続いた国内の混乱とインドシナ地域において起こった戦争がラオスの













業はその約 80%を占め、産業別 GNP においても約 85%を占めていたとされており、農
業は基幹産業であった(ヴォーラペット 2010)。農業生産の停滞はラオスの GNP 額の停
滞であった。一方、他の産業部門においても国有化政策と集団化が進められた結果、1975
年~77 年の間に約 10 万人のラオス人が国外へ亡命し、それらには多くの知識人や技術
者が含まれていた55。 







表 3-1-1 ラオスの GNP 推移 1975 年~1979 年（単位：100 万ドル） 
 
出所：国連、Trends in International distribution of Gross World Product, New York, 1993 
ヴォーラペット・カム、2010、『現代ラオスの政治と経済 1975-2006』、「第 2 章マルクス主義 
の勝利と初期の幻想」、73 頁より抜粋。 
 
表 3-1-2 米の生産量と耕作面積の推移 1975 年~1979 年 
 
出所：国立統計センター、10 years of social-economic development in the Lao PDR, 1985、 





（1981 年-1986 年：Five-Year National Socio-Economic Development Plan: NSEDP Ⅰ）
                                                   
55 スチュアート-フォックス(2010)によると、ラオス人の公務員や技術者のみではなく、多くの中国 
	 人（2 万人）やベトナム人（1 万 5 千人）も資産を金に換え出国したと述べている。 
56 ヴォーラペット・カム、2010、『現代ラオスの政治と経済 1975-2006』、「第 2 章マルクス主義 
	 の協議の勝利と初期の幻想」、p73 
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が策定された57。しかし、製造業、鉱工業部門は GNP のわずか 5.0%にすぎず、1984
年の 1 人当たり GNP は 98 ドルであった。財政、経常収支ともに慢性的な赤字が続き、





















第 2 項	 経済政策の転換 




放を行うというものであった。この方針の下、1986 年に第 2 次 5 カ年経済計画（1986
年～1990 年：NSEDP Ⅱ）が策定され、民間企業の活用、1 次産品加工業の発展、国際
                                                   
57 1981 年に農業生産の向上、戦略的企業の創設、経済部門における人材育成、外国からの援助の獲	  
	 得と活用、教育の向上を柱とするラオス初の国家社会経済開発５カ年計画（Five-Year National  














めた（ヴォーラペット 2010）。ラオスの人口は 1986 年当時約 378 万人、一人当たり













ト 2010）。1994 年には、首都ヴィエンチャン近郊とタイのノンカイの間に第 1 友好橋
が架橋され、両国の往来が容易となったことも域内経済への連結を加速した。 
1985 年以降、ラオスの GDP における農業生産の割合は徐々に低下し、工業およびサ
ービス業の割合が高まっていく傾向にあった60。そのような産業構造の変化が起きる中







                                                   
59 World Bank, 2015, World Development Indicators, GNI per capita, Atlas method (current  
 US$), and Population. 
60 1989 年の産業別の GDP の割合は農業 60.6%、工業 14.5%(うち 10.0%が製造業)、サービス業 24.3% 













第 3 項	 経済発展の現状 
 
図 3-1-1 ラオスの GDP 額の推移 1984 年〜2016 年（単位：百万ドル） 
 
出所：World Bank, 2017, Wolrd Development Indicators, GDP at market prices (current US$)を	
参照して筆者作成。	
 
	 図 3-1-1 は 1984 年から 2016 年までの GDP 額の推移である。1984 年の GDP 額は 17
億 5 千万ドルであったが、1988 年には約 6 億ドルにまで減少した。1989 年以降 GDP
は増加し、1996 年に 18 億 7 千万ドルとなった。1997 年から 2002 年まで再び減少した
が、2003 年以降は増加傾向が強まり、2005 年に 27 億 3 千万ドル、2010 年には 71 億
ドルとなり 2016 年には 159 億ドルにまで成長した。ラオスが市場経済へ移行し、開放































































年に正式に ASEAN 加盟が承認された。開放政策以降の外国からの ODA および FDI 等
の資金流入がそれまで停滞していた社会基盤整備を促し、豊富な水量を利用した水力発
電事業や鉱物資源開発を進展させた。開発の進展は、国内の道路や電気など社会基盤整

























3-1-3）。表 3-1-4 産業別 GDP 額割合の推移が示すように、1990 年の産業別 GDP の割
合は、農業 61.2%、工業 14.5%(うち製造業が 10.0%)、サービス業 24.3%であったが、
農業の割合は年々減少し、工業およびサービス業の割合が増加してきた。2014 年には、
さらに農業 27.7％、工業 31.4%(うち製造業 8.9%)、サービス 40.9％となっており、農
                                                   







の 31.4%に増加しているが、製造業の割合は 8.9%に止まっており、1990 年の割合より





表 3-1-4 ラオスの産業別 GDP 額割合の推移 1990 年〜2014 年 
 
注：本文中（石澤 2003）が示している産業別 GDP 額の割合と若干のずれが生じている。 
出所：World Bank, Database, World Development Indicators, 2016.02.05 を参照し筆者作成。 
 
表 3-1-5 ラオスの産業別労働人口の割合の推移	 2001 年〜2013 年 
 
出所：Calculations based on Population Censuses 2005 and NSEDP Ⅵ (2006-2010) NSEDP Ⅶ	
(2011-2015), ADB, Key Indicators of Developing Countries 2014、2014 Annual Economic Report 
and 2015 Outlook, National Economic Research Institute より筆者作成。 
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た変化していった。その結果、1984 年に 18 億ドルであった GDP は、2016 年には約
159 億ドルにまで増加した。GDP の増大は、国民所得にも影響し、1986 年に 550 ドル
であった 1 人当たり GNI も 2016 年には 2,150 ドルに増加した。そして産業別の GDP
の割合や産業別の労働人口の割合にも変化をもたらしている62。 
 
第 2 節	 産業構造の概要 
第 1 項	 農業 
 
図 3-2-1 ラオス農業分類別生産額の推移（1990 年〜2013 年） 
 
注：1. 生産額の単位は 10 億キップである。ラオスキップの対米ドル換算レートは、US$1.00=805
キップ（1995 年）、7,888 キップ（2000 年）、10,655 キップ（2005 年）、7,833 キップ（2013 年）。1995
年から 2013 年までの各年の平均対米ドル換算レートを算術平均すると 7,465 キップである。 




出所：National Statistics Centre, Committee for Planning and Investment, 2005, Lao PDR 
Statistics 1975-2005, Vientiane.Lao Statistical Bureau, 2006-2015, Lao PDR Statistical Yearbook 
2005-2014, Vientiane. 
 
	 図 3-2-1 は、ラオスの農業生産額を、農作物（米や野菜）・畜産（家畜・家禽）、林業、
漁業と分けて表したものである。図からも明らかなように、農業生産額は 2006 年以降
年々増加してきた。2013 年の農業の生産額は約 1 兆 9 千億キップ(約 2 億 4 千万ドル)
                                                   





















表 3-2-1	 地域別米作耕作地面積と米生産量の推移（2011 年〜2014 年） 
 
注：耕作地面積はすべての米作地を含む。 
出所：Lao Statistics Bureau Statistical Yearbook 2011-2014(LSY 2011-2014)より筆者作成。 
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	 横井は、2010 年と 2011 年に台風被害のために、中部サワナケート県および南部チャ
ンパーサック県等において雨季作の稲と灌漑設備が台風被害を受けたため生産量が伸び
悩んだと述べた (横井 2013 59 頁)。2013 年にも南部地域の米生産量が減少しているが、
















表 3-2-2 ラオス地域別 1ha 当たりの米の生産量(2011 年~2014 年）（単位：トン） 
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（横井 2013）、依然それらの使用率は低い状況にある。 
 地域別の 1ha あたりの米の生産量を 2011 年からの 4 年間だけでみると、1ha 当たりの
生産量は、3.8 トンから 4.0 トンで推移しているが、中南部に比較すると、北部地域の
生産量が少ない。国連の世界食糧機関のデータをもとに周辺国との 2014 年の 1ha 当た
りの生産量の比較をしてみると表 3-2-3 のような状況であった。 
	 東南アジア 7 カ国との比較でみると、1ha 当たりの生産量は、ベトナム、インドネシ
アに次いで高くなっている。隣国のタイやカンボジアの 1ha 当たりの生産量と比較する




に依存してきたことから、農家 1 世帯あたりの作付面積が小さいために 1 世帯当たりの







表 3-2-3 各国の米の生産量と耕作地面積の比較 2014 年 
 
注：ラオスの米の生産量と耕作地面積については、Laos Statistical Yearbook との差が生じている。
国際比較を行うためにここでは、FAO の統計データを使用した。また、生産量は籾米の量である。 
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第 2 項	 工業 
 
図 3-2-2 ラオスの工業分類別生産額の推移 1995 年～2013 年  
 
注：1. 生産額の単位は 10 億キップ。ラオスキップ対米ドル換算レートは、図 3-2-1 注 1 に準ずる。	
2.	グラフは左から、①工業計、②鉱工業、③製造業、④電気・水、⑤建設を示す。	
出所：National Statistics Centre, Committee for Planning and Investment, 2005, Lao PDR 
Statistics 1975-2005, Vientiane. Lao Statistical Bureau, 2006-2015, Lao PDR Statistical Yearbook 
2005-2014, Vientiane. 
 
	 図 3-2-2 は、工業部門の生産額を鉱工業、製造業、電気・水、および建設業に分けて
表したものである。2006 年頃から、鉱工業が急激に増加しているのは、鉱山開発による
生産が本格化したためである。NSEDP Ⅶ(2011-2015)によると、鉱工業の 2006 年から
2010 年の生産額は 16 兆 7720 億キップ（約 19 億ドル63）、その間、年平均約 20.0％増
加、2001 年から 2005 年の生産額の 5 倍に成長したと報告された64。さらに鉱工業の生
産額は増加し、2014 年単年の生産額は約 13 兆 4,180 億キップ(約 17 億ドル65)にまで増
大した66。主な採掘資源は金と銅で、鉱工業部門への 5 年間の総投資額は約 25 億ドルに
相当すると述べられている67。また、NSEDP Ⅷ(2016-2020)は、2011 年から 2015 年
の間に鉱工業部門は、年率約 6.97%の割合で成長し、鉱物の輸出額は総額 800 万ドル以
                                                   
63 2006 年から 2010 年までの各年のキップ対ドル為替レートの平均レートを算術平均した。	
	 US1.00=LAK9,056 を用いて計算。出所：ADB, Key Indicators of Developing Countries 23 Jun  
	 2014.		
64 NSEDPⅦ(2011-2015), 2011, p.24.  
65 2014 年の平均対ドル換算レート 1 ドル=8,045 キップで算出。 
66 ADB, Key Indicators of Developing Countries 1999-2014. 
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上で、ラオスの輸出額の 60.0%を占めた。主要な鉱物は金、銅、無煙炭、亜炭、石膏な







増加し電力の生産額が増加した。2006 年から 2010 年の平均電力産出量は約 21.0%増え、
GDP の 3.1%を占めるまでに増加している。これは、第 6 次 5 カ年計画における産出量
の 97.0%に達したことになる。現在、ダム建設のプロジェクトの予定が 71 件あり、う
ち 19 件についてはコンセッションの締結にまで進んでいると報告しており、ラオスで
の水力発電事業の拡大が予定されている。 





















                                                   
68 NSEDPⅧ (2016-2020), 2016, p.19.  
 68 
てきた。1988 年に外国投資奨励管理法が施行され投資ライセンスの法制度化が行われ、

























第 3 項	 サービス業 
	 ラオスのサービス産業は、小売および卸売等の商業関連が生産額の半数を占め、道路
網の拡充や携帯電話の普及により運輸・通信も伸長している（図 3-2-3）。 




                                                   
69 Laos Statistical Yearbook, Length of the Roads for the Whole Country, 2006-2009.  
70 GMS はメコン川に接する中国、ミャンマー、ラオス、タイ、カンボジア、ベトナムを含む地域を 







図 3-2-3 ラオスのサービス分類別生産額の推移 1995 年～2012 年  
 
注：1.	生産額の単位は 10 億キップ。ラオスキップ対米ドル換算レートは、図 3-2-1 注 1 に準ずる。	
2.グラフは、左から①サービス業計、②商業（小売・卸売）、③ホテル・レストラン、④運輸・郵便・
通信、⑤金融、⑥不動産・ビジネスサービス、⑦公共サービス、⑧その他サービスを示す。	
出所：National Statistics Centre, Committee for Planning and Investment, 2005, Lao PDR 






ラオスを訪れる旅行者の数は 1990 年に 1 万 4 千 400 人であったが、1993 年に 10 万
人を超え、ラオスが ASEAN に加盟した 1997 年には約 46 万人となり、2005 年に初め
て 100 万人を超えた71。旅行者数は 2004 年以降 2015 年までの間、毎年増加を続け 2012
年に 300 万人、2014 年には 400 万人を超え、2015 年には 468 万人を超えた72。特に 2006
年から 2015 年までの旅行者の年平均増加率は 16%を超えており、近年の旅行者の増加
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傾向が注目されている。また、旅行者の増加は旅行収入の増加と直結しており、1990
年に 225 万米ドルであった旅行収入は、2000 年には 1 億米ドルを超え、2006 年に約 1
億 7 千万米ドル、そして、2015 年には 7 億 2 千 5 百万米ドルにまで増加した73。そして、
旅行収入の GDP に占める割合は、1990 年にはわずか 0.2%であったが、旅行者数が 10
万人を超えた 1993 年以降その割合は大きくなり始め、ASEAN に加盟した 1997 年に大
きく拡大した（図 3-2-4）。 
1997 年以降、GDP に占める割合は増減しているが 5.0%〜6.0%を占めており 2015 年
は 5.9%となった。世界の旅行収入額の GDP に対する割合は 1.6%、また、同様に東南




図 3-2-4 ラオス旅行収入の GDP に占める割合の推移（1991 年〜2015 年） 
 
出所： 2015 Statistical Tourism in Laos、Table 4、p.11、 
World Bank Database, World Development Indicators, GDP データを基に筆者が算出作成。 
 
	 NSEDPⅧは、ラオスツーリズムの 2020 年までに達成すべき目標数値を挙げている。
まず、ラオスを訪れる旅行者数を 600 万人とすること（2015 年は 648 万人）、そして、
                                                   
73 旅行収入とは、MICT の観光開発局に所属する統計部が国連世界観光機関(United Nations World  
	 Tourism Organization: UNWTO)のツーリズム・サテライト・アカウントと呼ばれる統計規則に則	  
	 り、ラオスを訪れた旅行者から得た統計データを用いて１人当たり旅行者のラオス滞在中の観光消 






















































































旅行者の平均滞在日数を 10 日以上とすること（2015 年は国際旅行者で 7.5 日、地域旅
行者が 1〜3 日）、さらに旅行者から受け取る収入を最低でも 9 億 5 千 3 百万米ドルにす
る（国際旅行者と地域旅行者併せて約 7 億 2 千 5 百万米ドル）というものである。その
ための政策として、25 カ所の観光地の開発と一郡一品(One District, One Products: 
ODOP)運動の活用、ウェブサイトによる広報活動の強化と地域連携、また、2018 年に
ラオスでは第 3 回目となる観光年(Lao Visit Year)の実施、さらに国内ツーリズムの振興
などを挙げている74。 
	 ラオスを訪れる旅行者数が百万人を越えた 2005 年以降の旅行者数の増加率を算出
してみると 14.1%であった75。この増加率が維持され、自然災害や人災、感染症の流行、




















第 3 節	 ラオスの国際関係と経済発展 
第 1 項	 開発援助の効果 
	 第 2 章および第 3 章前節までに近年のラオスの経済、産業の状況をみてきた結果、急
                                                   
74 ODOP は、日本の大分県で始められた地域振興政策である一村一品のラオス版である。ラオスの 
	 場合、村単位ではなく、郡単位で地域特有の産物開発を行っている。 














図 3-3-1 ラオスの無償資金受入額（単位百万ドル）(1970 年~2014 年) 
 
注：技術援助は含まない。 
出所：World Bank Database, World Development Indicators, 無償資金流入額（技術協力を含まない）
のデータを基に筆者作成。 
 
	 図 3-3-1 は 1970 年から 2014 年までのラオスに供与された無償資金援助額の推移であ
                                                   
76 政府開発援助（Officaial Development Assistance: ODA）には無償資金援助、有償資金援助、技 





















































































る。ラオスが共産化した 1975 年〜1985 年までの無償資金の供与国は旧ソヴィエト連邦
やベトナムを中心とする社会主義同盟国であったが、その額は少なかったことがわかる。
1977 年から 1986 年までの 10 年間の無償資金受入額を隣国タイと比較してみると、ラ
オスが受け取った無償資金総額は 1 億 9 千万ドル、タイの受取額は 7 億 7 千万ドルであ
った77。そして、1986 年以前は、年によって受入額が増減していた無償資金は、年々増
加するようになった。旧西側諸国との関係が回復したことで無償資金の供与国が拡大し
たことが要因であった。2005 年以降ラオスの無償資金受取額は急増し、2008 年は 2 億
5 千万ドル、2014 年には 3 億 6 千万ドルとこれまでに最も多くの無償資金を受け取った。




	 無償資金の受入額は、2008 年に 1 億 2 千万ドル（歳入の 14.1%）であったが、2010
年には 4 億ドル(歳入の 29.4%)を超え、2014 年には 6 億 4 千 6 百万ドル(歳入の 23.1%)
にまで増大した。また、無償資金およびその他の外国からの借入金等を含む資金受入は
2008 年に 2 億 2 千 3 百万ドル(歳入の 26.0%)、2010 年に約 5 億ドル（歳入の 36.6%）
を超え、2014 年には 9 億 4 千万ドル（歳入の 33.6%）にまで増大した。鈴木は、ラオ
ス財務省内部資料を基にラオスの財政と外国援助について、2006/07 年度のラオス政府
の歳入の 17%が無償資金に占められていると述べ、歳出のうち 84%が外国援助（外国融
資）によって賄われていると指摘した（鈴木 2009 53 頁）78。 
	 次に、無償資金とその他の資金流入についてみてみる。表 3-3-1 は、2008 年から 2014
年までの財政とその収支状況、歳入に占める無償資金および無償資金以外の外国からの
借入金等を含む歳入の割合をまとめた。 
	 歳入、歳出ともに 2008 年から 2014 年までの間に約 3 倍に増加した。そして、財政収






	 無償資金援助の受入額は 2010 年以降急激に増大しており、歳入比 26%以上と無償援
                                                   
77 World Bank, World Development Indicators, Grants excluding technical cooperation. 
78 ラオスの会計年度は、10 月から 9 月を 1 年度としている。鈴木によると社会基盤建設に対する支 
	 出は歳出表の「資本支出」に分類され、2006/2007 年は、支出計約 3 兆 3,879 億キップのうち、国 
	 内融資によるものが約 5,415 億キップ（16.0%）、外国融資によるものが２兆 8,465 億キップ(84.0%) 








2008 年〜2014 年 
 





出所：歳入、歳出、財政収支、無償資金受入額および割合、換算レートは Asia Development Bank, Key 
Indicator for Developing Countries, Lao PDR, 1999, 2005, 2015 を参照し、筆者が算出して作成した。 
無償資金およびその他の歳入と割合は World Bank, World Development Indicators, Grants and 
other revenue (current LCU)のデータを参照し、本表の換算レートを用いて米ドル換算した。	 	 	
 
	 表 3-3-2 は 2013/14 年度の部門別公共投資額の内訳をまとめたものである。その他投
資額に含まれる内容が不明であるが、それを除くと通信・運輸への投資額が突出して多
くなっていることがわかる。次に多くなっているのが教育、保健で、続いて農林業とな
っている。LSY に公表されている統計では、通信・運輸への投資額は 2000 年代以前か
ら大きかったようであるが、2003 年頃から教育、保健分野への投資額が増大してきたよ
うである79。また、投資額の多い通信・運輸、教育、保健、農業については、70%以上
                                                   
79 Committee for Planning and Investment National Statistics Centre, 2005, Lao PDR Statistics  
	 1975-2005, Vientiane, Lao Statistics Bureau, 2006-2008, Statistical Yearbook 2006-2008, 
	 Vientiane. 
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表 3-3-2 ラオスの部門別公共投資額内訳 2013/14 年度(単位：10 億キップ) 
 
注 1：ラオスキップの換算レートは表 3-3-1 を参照。 
注 2：ラオス統計年報 2009-2014 に公表されている部門別の公共投資（国内・外国財源）額を抜粋。
但し、明らかに計算ミスと考えられる部分については筆者が算出し修正を加えた。 










ラオス政府は、2013/14 年度の第一四半期（2013 年 10 月〜1 月）、および第二四半期の
徴税目標に対する徴収率が低下したことに因る歳入欠陥のため、大幅な予算縮小を余儀
なくされた81。2013 年 10 月から 2014 年 3 月までの歳入実績は 9 兆 2,200 億キップ（約
11 億 5 千万ドル）、計画の 36.6%、歳出実績は 7 兆 7,700 億キップ(約 9 億 6,500 万ドル)、
                                                   
80 NSEDPⅧ(2016-2020)によると現在ラオスの SEZ は全国に 13 カ所設置されている。表 3-3-2 に	  
	 SEZ のうちサワナケット-セノのみが掲載されている理由については不明である。 
81 JICA ラオス事務所。 
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援助流入額を用いて、1990 年から 2014 年の散布図を描き、1990 年から 2014 年までの
無償資金援助の流入額を説明変数（X）、GDP 額を被説明変数 (Y) として回帰分析を行
った。その結果、1990 年から 2014 年の間で無償資金援助の流入額と GDP 額との間の








備が 2000 年代のラオス高成長に結びついてきたとも考えられる。	  
 
第 2 項	 経済成長に対する FDI の貢献 
	 ラオスで外国投資を誘致する政策が掲げられるようになったのは、1988 年に外国投資
奨励法が制定されて以降であり、そのため、FDI に関する統計も不確かなものが存在す
るだけであった（鈴木 2005）。図 3-3-2 はラオスの 1988 年〜2014 年までの GDP と FDI
の流入額の推移を示したものである。ASEAN のオブザーバーとなった 1992 年に約 800
万ドルであった FDI の流入額は、アジア通貨危機の生じる前年の 1996 年には、20 倍の
1 億 6 千万ドルにまで増加していた。しかし、翌年には、約 50%の 8 千 6 百万ドルに減
                                                   
82 2014 年の平均対米ドル換算レート 1 米ドル=8,045 キップで算出した。 
83 GDP 額と無償資金援助流入額の散布図および回帰分析の結果は附録 3 を参照。なお、無償資金流	  
	 入後 2 年後の GDP 額との関連性を検証するためラグをつけた回帰分析も行った。結果は、決定係 
	 数 R²値が 0.878 であった。 
 77 
少、その後 1996 年の水準にもどるまでに約 10 年を要した。そして、その後は、FDI
の流入額が増加し、2014 年には 700 億ドルを超える額が流入した。 
 
図 3-3-2 ラオスの FDI 流入額と GDP 額の推移 1988 年〜2014 年 
 
注 1：第 1 章では、ラオス投資計画省が公表している投資流入額の資料を用いたが、期間ベースの 
統計となっており、時系列で見るためここでは、世界銀行の統計を用いた。 
注 2：右軸は FDI、左軸は GDP。 
出所：World Bank Database, World Development Indicators, GDP(Market Price, Constant 2010)、
および FDI データをもとに筆者作成。 
 
	 表 3-3-3 はラオス計画投資省(Ministry of Planning and Investment: MPI)が公表して
いる 1989 年から 2015 年までのラオスに流入した部門別 FDI の累積額をまとめたもの
である。1989 年から 2015 年までの FDI 流入の累積額は、農林業が約 30 億ドル（全体
の 16.1%）、工業が約 115 億ドル（全体の 63.6%）、サービス業が約 37 億ドル（全体の
20.4%）であった。工業部門への FDI 流入額が多いことは言うまでもないが、特にエネ
ルギーと鉱業への投資額の多さが突出している。また、両者に対する FDI が 2005 年以
降著しく増加しており、GDP の増大に寄与したことが推察される。 
















































































































	 2016 年に採択された NSEDP Ⅷ(2016 年-2020 年)によると、現在ラオスでは 13 カ所
の経済特別区が設置または準備され、外国企業の誘致が行われている84。政府は、これ





	 表 3-3-3 部門別 FDI 流入額（累積額）の推移（1989 年〜2015 年） 
 
出所：Ministry of Planning and Investment Investment Promotion Department, 2016, FDI-DDI by 
Secotor のデータを用いて筆者作成。 
 
	 表 3-3-4 は、2015 年の部門別の国内投資と FDI の流入額の状況をまとめたものであ
る。2015 年のラオスへの投資額は約 12 億 6 千 900 万ドルで、全投資額の 79.6%にあた
る約 10億ドルが FDIであった。国内資本(民間)は約 1億 3千 800万ドル(全投資の 10.9%)
と少なく、依然として国内資本不足は否めない。部門別でみてみると、電気（水力発電）
への投資額だけで約 5 億 6 千 800 万ドルと全体の 44.8%を占めており、そのうち 75.7%
は外国資本であった。続いて投資額が多かったのは農業の 4 億 6 千 600 万ドルで、100%
外国資本による投資であった。これは北部や南部における換金作物栽培の大規模農園に
                                                   
84 SEZ に進出した企業は 249 社あり、外国企業が 180 社、国内企業が 48 社、そしてジョイントベ	  
	 ンチャーが 21 社である（NSEDPⅧ 2016-2020, p.26.）。  
58 1989!2015!  1989!2004!  2005!2010!  2011!2015! 
2& 2,608 14.3% 142 5.4% 1,531 16.8% 935 14.4%
%& 325 1.8% 174 6.6% 134 1.5% 17 0.3%
2%&/ 2,933 16.1% 316 12.0% 1,665 18.2% 952 14.7%
'; 5,208 28.5% 941 35.7% 2,048 22.4% 2,219 34.2%
7& 4,277 23.4% 45 1.7% 2,109 23.1% 2,123 32.8%
.4&:+.&9; 1,395 7.6% 181 6.9% 815 8.9% 399 6.2%
"0 633 3.5% 100 3.8% 296 3.2% 237 3.7%
+.& 86 0.5% 60 2.3% 18 0.2% 8 0.1%
 &/ 11,599 63.6% 1,327 50.3% 5,286 57.9% 4,986 76.9%
:*; 1,922 10.5% 186 7.0% 1,599 17.5% 137 2.1%

( 665 3.6% 259 9.8% 260 2.8% 146 2.3%
3 480 2.6% 399 15.1% 45 0.5% 36 0.6%
6- 325 1.8% 63 2.4% 122 1.3% 140 2.2%
1$ 206 1.1% 74 2.8% 97 1.1% 35 0.5%
	( 50 0.3% 9 0.3% 36 0.4% 5 0.1%
) 53 0.3% 0 0.0% 10 0.1% 43 0.7%
#, 18 0.1% 6 0.2% 11 0.1% 1 0.0%
&/ 3,719 20.4% 996 37.7% 2,180 23.9% 543 8.4%
(&/ 18,251 100.0% 2,639 100.0% 9,131 100.0% 6,481 100.0%
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表 3-3-4	部門別民間国内投資・FDI 流入額(2015 年)（単位：百万ドル）	
 
出所：Ministry of Planning and Investment, “Approved Foreign and Domestic Investment Projects 





	 FDI の流入額を説明変数(X)として、GDP 額を被説明変数(Y)として回帰分析を行い、
両者の因果関係について分析してみた86。また、特に 2005 年以前と、2006 年以降とで、
FDI が GDP に与える影響を変化させるような構造変化が生じたのかについても検証し
てみた。 
	 1990 年-2014 年では決定係数 0.848、1990 年-2005 年では決定係数 0.101、2005 年
-2014 年は 0.583 で、t 検定の結果、1990 年-2014 年の期間においてのみ有意であった。	  
	 ラオスの GDP は 2006 年以降急速に拡大しているため、それ以前と以後とで何らかの
変化があると仮定し、1990 年から 2005 年、そして 2006 年から 2014 年の期間にわけ
                                                   
85 Lao Statistics Bureau, 2015, Lao PDR Statistical Yearbook 2014, Vientiane pp.112-113, Table	  
	 84.   
86 GDP と FDI との散布図および回帰分析の結果は附録 4 を参照。なお、FDI 流入後 1 年後および 2 
	 年後の GDP 額との関連性を検証するためラグをつけた回帰分析も行った。結果は、ラグ 1 年の場 
	 合、決定係数 R²値は 0.824、ラグ 2 年の場合 0.748 であった。 
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て GDP と FDI とで回帰分析を行ってみたが、有意となるような結果は得られなかった。
2006 年以降のデータ数が少ない点については留意すべきであるが、これらの結果から、
2005 年以前までは FDI の流入額の増加は、GDP 額の増加に貢献していたとはいえない
が、1990 年から 2014 年の間、ラオスが開放政策以降の外資誘致が徐々に GDP に寄与
するような変化が生じたのではないかと考えられる。そこで 2006 年を転換点として構
造変化が生じたとの仮説を検証するため、これら 3 つの期間の回帰分析の結果について
F 検定を行った。その F 値は、2.8419 となり、仮説は棄却されなかったため、この間に
両者の間に構造変化は生じていなかったということになる。 





ケット県に SEZ を設置する政令を定めた。SEZ では、期間を定めての法人税の免税や、
輸入関税、付加価値税の免税、所得税、配当税といった税金の税率引き下げなどの優遇
措置がとられ、サワナケット県セノ地区に広大な工場用地を用意し、外国企業誘致の政
策が行われた。2006 年には約 1 億 8 千万ドルの FDI が流入した87。そして、輸出額も















                                                   
87 World Bank, 2016, World Development Indicators.  
88 同上。 
89 ADB が 1992 年より開始したメコン川流域にある国々（中国、タイ、ラオス、カンボジア、ベト 
	 ナム）の開発を目的とした大規模地域プロジェクトである。 
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	 次に、道路事情について、1976 年のラオス道路総延伸距離は約 1 万 1 千 5 百キロメ
ートル、うち舗装された道路は 1,500 キロメートル以下であった(図 3-3-3)90。道路の総
距離は延伸し 2000 年代に入った頃には総距離が 2 万キロメートルを越え、2014 年には
4 万 7 千キロメートルとなった。但し、舗装率は、17.4%に留まっている。2000 年代以
降、国道、特にラオスを南北に縦断する 13 号線の改善と、ラオス中部のサワナケット
県を横断し、ベトナムへと繋ぐ 9 号線の完全舗装化など重要な進展が見られた。 
 
図 3-3-3 ラオス国内の道路の延伸状況 1976 年〜2014 年 
 













                                                   
90 道路の延伸距離は、舗装道路（アスファルト、コンクリート、タール敷き）、砂利敷き、未舗装と 
	 されている。ここで記載した舗装率には、砂利敷きを含めていない。なお、砂利敷きを含めると、 
	 舗装率は 50%前後で推移している(Lao PDR Statistics 1975-2005, Lao PDR Statistical Yearbook  
















































































表 3-3-5 タイ・ラオス間メコン川架橋の状況 
 
出所：Statistical Report on Tourism in Laos 2009〜2015 のデータを用いて筆者作成。 
 
第 3 項	 GDP・輸出入額の推移からの考察 







	 図 3-3-4 に示したのは 1984 年から 2016 年までの輸出入額と GDP 額の推移である。
GDP の増加と、輸出入額の増加の傾向がよく似ていることがわかる。輸出は 1984 年に
4 千 9 百万ドルであったが、1991 年に 1 億 3 千 3 百万ドル、2003 年に 6 億ドル、2006
年に約 14 億ドルを超え、2014 年には約 49 億ドルにまで増大した。一方、輸入額は、
1984 年の約 1 億 1 千万ドルからほぼ毎年増加を続け、2004 年に約 11 億ドル、2014 年
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図 3-3-4 ラオスの輸出入額と GDP 額の推移（1984 年〜2016 年） 
 
注：左軸は GDP 額、右軸は輸出入額。 




















































































寄与してきた。1990 年に GDP の約 55.7%を占めていた農業は、2000 年までの 10 年間
に 19.5%減少し、それ以後 2014 年までの 14 年間にさらに 8.5%減少した91。 
	 一方、1990 年に GDP の約 19.2%であった工業は、2014 年までに約 31.4％に成長し、
サービス業も約 40.9%を占めるまでになった92。2000 年以降、GDP の拡大とともに、
工業部門およびサービス部門の割合が拡大している。また、1990 年のラオスの１人当た
り GNI は 190 ドルであったが増加傾向にあり、アジア通貨危機が発生した 1997 年から
2000 年の間一時的に減少したが、2001 年以降は再び増加傾向となり 2010 年には 1,000
ドルを越え、2015 年には 2,000 ドルまで増加した。ラオスの GDP の増大と産業構造の



















                                                   
91 World Bank Database, World Development Indicators, 産業別 GDP 額(2017 年 7 月 14 日)。 
92 同上。 
93 World Bank Database, World Development Indicators、１人当たり GNI(2017 年 7 月 14 日)。 
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	 マクロ経済の成長により１人あたり GNI は 1,730 ドルとなり、その他の社会指標も向
上しているラオスではあるが、それはあくまでもマクロ的な視点からのものである。ラ
オス政府は、都市部と農村部の開発格差について重要な課題として NSEDP に取り上げ
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第 1 節	 調査の背景と調査対象村の概要 
第 1 項	 調査の背景 
ラオスは 2005 年頃から安定した経済成長を維持し、それにともない 1 人あたり国民
所得も上昇し、2016 年に 2,150 ドルとなった94。社会指標も出生時平均余命が 2014 年
には 66.1 歳に伸び、15 歳以上成人識字率は 2015 年に女子 72.8%、男子 87.2%と改善
された95。国全体を表す指標を見ると社会経済状況は改善されているが、都市部と農村
部との開発格差は解消されていない。NSEDP Ⅶ(2011-2015)に示されたデータでは、首
都ヴィエンチャンを含む中部地域の 1 人あたり GDP は 1,142 ドルであるが、北部では
771 ドル、また南部でも 718 ドルと差がある96。首都ヴィエンチャンの１人あたり GDP







行われてきた。最近の調査では、池口らが 2005 年以来 3 回にわたりヴィエンチャン都
                                                   
94 World bank, 2017, World Development Indicators, GNI per capita. 
95 同上。保健および教育データ。 
96 NSEDP Ⅶ 2011-2015, Table 9, p.40.  



























	 カムアン県は首都ヴィエンチャンから約 350km に位置するラオス中部の県で、人口
は約 40 万 8,000 人、面積 1 万 6,315 ㎢といずれもラオスでは 6 番目の規模の県である100。
タイのナコンパノム県とは 2012 年に完成した第 4 友好橋でつながっており、ベトナム
とも国境を共有している。第 4 友好橋の開通により往来する人と物流が急増しており、
2013 年の越境到着者数が前年比 50.0％以上と交通の要衝となりつつある101。 
                                                   
98 ラオスの人口 6,644,009 人、村数 8,531 村であり、平均的村人口は、778 人となる。 
 Lao Statistics Bureau, “Lao Statistical Year Book 2014”, Ministry of Planning and Investment 
99 Ban Tham, Thakhek District, Khammouane Province, Lao PDR. 附録 1 参照。 
100 Lao Statistics Bureau, Lao PDR Statistical Yearbook 2014, Table 15, p.22.  
101 Statistical Report on Tourism in Laos 2011: Table 9, p.13, 2012: Table 9, p.13, 2013: Table 5,  
	 p.13.   
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地面積は 298ha である。村内には小学校があり、また中学校、高校も 1.2km の距離に
ある。最も近い病院までの距離は 8km である。また同村は、年間 10,000 人を越える旅
行者が訪問している観光資源を有しており、近年では JICA105の観光振興プロジェクト
のパイロット村として指定され、観光振興事業(2011 年-2015 年)にも取り組み、さらに
2015 年には ADB が実施する観光関連インフラ整備プロジェクトの対象村になるなど、
農業以外の産業振興が期待されている。 
 












トイレ等)、8. 保健状況(乳幼児死亡の経験、出産状況、流産経験の有無)	 9. 通信状況(携
                                                   
102 Lao Statistics Bureau, Lao PDR Statistical Yearbook 2014, Table 46, p.68. 
103 国道から村までは未舗装の道路である。 
104 村長シラコーン氏のインタビューより。後述する調査結果から得られた村の人口と齟齬がある。 
105 国際協力機構（Japan International Cooperation Agency: JICA）は、外務省管轄の独立行政法 
	 人で、日本の ODA のうち資金援助（無償資金・有償資金）、技術援助等の実務を担う組織である。 
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帯電話、新聞購読、インターネット)などである106。調査は、2014 年 12 月 19 日、20




第 4 項	 人口・世帯構成 
	 表 4-1-1 に示すように、タム村には 196 世帯が居住しており、村民数は 1010 人、う




めであると考えられる。1 世帯当たりの構成員数は、平均 5.2 人でラオスの 1 世帯あた
りの平均構成員数 5.8 人107よりも少ない。男性と女性の割合はほぼ同数で、ラオス全体
での男女比率とそう違いはない。15 歳未満の子どもの数の割合は、村人口の 241 人で




表 4-1-1  ラオス、タム村の人口構成の比較 
 
注 1：性別不明者が 11 名いたため男性人口と女性人口の合計は 999 人となる。男女比率は 999 人を
基準として算出。また、年齢不明者が 103 名いたため、年齢別の人口の合計は 907 人となる。年齢別
比率は、907 人を基準に算出。 
出所：タム村世帯調査結果(2014 年 12 月)および“Lao PDR Statistical Year Book 2014”より筆者作成。 
 
第 2 節	 生計状況 
第 1 項	 農業とその収入状況 
	 タム村の 196 世帯中 171 世帯（87.2％）が耕作地を所有し農業を行っている。2010/11
年に実施された農業調査によるとラオスの農業世帯数は 78 万 3,000 世帯、全世帯数 102
万 1,000 世帯の 76.7％であるので、ラオス全体の農家世帯数の割合よりも大きい108。村
の総耕作地面積は 160ha、1 世帯当たりの耕作地面積は 0.94ha で、ラオスの 1 世帯あ
                                                   
106 質問票は附録 2 を参照。 
107 Lao Statisics Bureau, “Laos Statistical Yearbook 2014”, Table 14, p.20.  























たり平均耕作地面積の 0.9ha とほぼ同じである。 
	 農業世帯の耕作物は主に米、野菜類109であるが、ここでは米作を中心に考察を行う。
表 4-2-1 にタム村の米作世帯数および耕作地面積と米の生産量の状況をまとめた。タム
村で米作を行っている世帯数は 160 世帯あり、村内の米作耕作地面積は 153.3ha である。
そこから収穫される米の総生産量は約 145.4 トンで、1 世帯当たりの平均米生産量は
909kg、また 1ha 当たりの米生産量は 968kg であった。ラオス農業森林省(Ministry of 
Agriculture and Forestry)が発行している 2014 年の農業年報によると、2014 年のカム
アン県の米の生産量は、1ha 当たり 4.56 トンであったと公表されており、タム村の生産
量はその約 5 分の 1 と非常に少ないことがわかった110。 
 





表 4-2-2 農産物から現金収入を得ている営農世帯の状況 
 
注：1. 平均収入額は、農業収入のある 59 世帯のみで算出。 
2. 金額は、1 ドル＝7,837LAK(2014 年 12 月の換算レート, ADB, Key Indicators of Asia 
and the Pacific, 2014）で算出。 
出所：筆者作成。 
 
	 表 4-2-2 は営農世帯の収入状況についてまとめた(米、その他野菜を含む)。171 世帯の
うち農産物による現金収入を得ている世帯は 59 世帯(34.5%)で、他の 112 世帯では生産
物のほとんどが自家消費されていることが明らかになった。現金収入を得ている世帯の
総収入額は約 3 万 2 千ドル、1 世帯あたりの平均収入は約 546 ドル111である。1,275 ド
ル(1,000 万キップ)以上の収入を得ているのは 4 世帯であり、その最大値は約 4,000 ドル
であった。農業収入を得ている 59 世帯の約 81.0％にあたる 48 世帯は 640 ドル(500 万
キップ)以下の収入に止まっている。農業収入を得ている世帯を収入額により五分位して
                                                   
109 タム村では、米の他にスイカ、キャベツ、きゅうり、高菜などの野菜が栽培されている。 
110 Agriculture Statistics Year Book 2014, Table 03, p11.  
111 金額表示はドルを単位として用いるが、ラオキップ（LAK）表示が必要な場合にはそのように表 
	 記する。ラオキップ（LAK）とドル(US$)との換算レートは、ADB が発表する Key Indicators for Asia  































	 表 4-2-3 は営農上の問題点についての回答を整理した。54 世帯が農業を営む上で問題
を抱えていると回答した。まず、洪水被害を挙げた世帯が 16 世帯、干ばつ被害を挙げ




















                                                   
112 GAP: Good Agriculture Practice は、農産物の生産段階における食の安全に対する危機管理の方 
	 法の一つであり、食糧の安全、環境管理、労働者の健康、安全、福祉などについての基準や規則を	  
	 定めた農業規範である。ラオスパイロットプログラムでは、ASEAN 基準を基にラオスに適した基 
	 準規則を作成し、基準を満たした農家の育成を行った。しかし、GAP 認定農家の普及は、ヴィエン 
	 チャン都近郊地域で試験的に実施されているが、2015 年現在認定農家数は 3 軒に留まっている、 












第 2 項	 農業以外の収入状況 
	 表 4-2-4 は農業以外の収入状況である。196 世帯中 187 世帯が農業以外の仕事から収










表 4-2-4 農業以外の収入のある世帯およびその年収入額 
 
注：1. 平均額は、農業以外の収入のある 187 世帯で算出。 
2.金額は、1 ドル＝7,837LAK(2014 年 12 月の換算レート, Asian Development Bank, Key Indicators 
of Asia and thePacific,2014）で算出。 
出所：筆者作成。 
 
第 3 項	 タム村の収入と村内格差 
 
表 4-2-5 タム村の年間総収入状況（農業・農業以外合計） 
 
注：1.金額は、1 ドル＝7,837LAK(2014 年 12 月の換算レート, Asian Development Bank, Key 
Indicators of Asia and thePacific, 2014）で算出。 
2. 世帯数は、196 世帯、村人の人数は、1,010 人で算出。 
出所：筆者作成。 
 
	 表 4-2-5 に示したタム村の年間総収入の状況によると、村全体の農業総収入は約 3 万
2 千ドルである。農業以外の総収入約 36 万 8 千ドルと合わせると約 40 万ドルとなる。
これを今回の調査で回答を得られた世帯数 196 で除すると、1 世帯当たりの平均年間所
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得は約 2,040 ドルとなる。また、調査で得られた 196 世帯の人口 1,010 人で除すると１
人あたりの年間収入額は 396 ドルとなる。2014 年のラオスの 1 人当たり GNI が 1,840
ドルであるので、タム村では村民１人あたり年間収入額は、ラオス全体の国民所得の 4









村の悉皆調査では、総収入額は約 39 万ドル、村の人口が 1,328 人であるから、１人当


















                                                   











表 4-2-6 中部および南部ラオスの消費者物価指数(2008 年〜2014 年) 
 
出所：Lao PDR Statistical Yearbook 2008〜2014 より抜粋。 
 








についてローレンツ曲線(図 4-2-1)を描きジニ係数を算出した。ジニ係数は 0.426 と人間
開発指標に示される 2014 年のラオスのジニ係数 0.367116よりも大きいことがわかった。
第 5 位（上位）20％が占める収入額は村全体の収入額の 50％以上を占めている。また、
タム村では年間世帯収入 5,000 ドル以上の世帯が 14 世帯、そして、逆に収入が全く得
られていない世帯が 9 世帯存在する。これら 23 世帯を除いてジニ係数を算出してみる







                                                   
116 United Nations Development Programm, Human Development Indicators 2015. 
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第 4 項	 支出額と支出項目についての考察 








表 4-2-9 分類別月間家計消費の割合(2007/2008) 
 
出所：The Household of Lao PDR, Social and Economic Indicators, Survey Results on Expenditure 

















	 表 4-2-9 はラオス投資計画省統計局が 2009 年に発表したラオス消費支出調査








表 4-2-10 タム村の米生産量の価格換算額と自家消費額の推計 
	
注：うるち米価格 K8,033/kg、もち米価格 K7,312/kg、いずれも 2014 年のラオスの平均米価。	
出所：米価は、Laos Statistic Yearbook 2014、Table 41,p.60 を用いて筆者が算出作成。	
 




	 本調査から得られている米の生産量と LSY 2014 の米価額から自家消費額を推計し、









                                                   
117 LECS 4(Laos Expenditure and Consumption Survey 4)は、ラオス投資計画省統計局が実施する 
	 家計調査で、1992/93、1997/98、2002.03 に続く 4 回目の調査である。2007/08 調査では、全国 17 
	 県の都市部、農村部合わせて 518 村、8296 世帯の消費状況について行ったものである。2015 年に 
	 国勢調査が実施されており、LECS5 が現在準備中であるが本稿執筆の段階では公表されていないた 
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する(島崎 2015 331 頁)。その結果、タム村では 1 世帯当たりの年間自家消費額は、552
ドルであるので、1 ヶ月当たり 46 ドルが自家消費されている計算となる。また、自家消
費額を含む食費の割合を推計してみると、世帯当たりの年収入額は 2,592 ドル、うち食




おらず、また、比較した LECS4 は、2007 年/2008 年のデータであることは考慮しなけ
ればならない。 
	 次に、その他の消費項目について検討する。タム村の 196 世帯のうち 190 世帯が電気
を使用していると回答している。本調査では、耐久消費財118の所有状況についても確認
した。調査対象物品の中で、テレビを所有している世帯数が 183 世帯（全世帯の 93.4%）、












	 生活用水は 190 世帯で井戸水を使用していると回答しているが、そのうち 90 世帯で
は、飲料水にボトルウォーターを購入して利用していると回答している。また、燃料は






                                                   
118 対象物品は、テレビ、ラジオ、カセットデッキ、CD/DVD デッキ、冷蔵庫、自転車、バイク、車。 

















表 4-2-12	 妊娠時の検診受診経験、出産場所（回答数 186 世帯中） 
 
 
注：出産場所は 1 世帯のみ病院と自宅の両方を選択した世帯があったため、総和は 187 世帯となる 
出所：筆者作成。 
 
表 4-2-12 は、妊産婦のケアの状況についてであるが、196 世帯中 94 世帯(51.0%)で妊
娠時に病院等で診察を受けている120。しかし、出産となると 142 世帯(76.0%)が自宅で
助産師または、伝統的な介助者の立会いのもと行われている。特徴的なのは、妊娠時の







58 ドルと推測される。前述のように、世帯の平均年収が約 2,040 ドルであるとするなら
ば、出産時のコスト負担は村人にとって小さなものではない。	  
	 村民の携帯電話、新聞、インターネットの利用状況についてであるが、携帯電話を所
有していると回答した世帯数は 156 世帯、全世帯の約 80.0％の世帯で携帯電話を所有し
                                                   
120 病院での診察には、ヘルスセンター・クリニックでの検診受診 2 世帯を含む 
!$ 	
 %2# !$ 	
 "
0 0 0 0 0 0
49#2# 1 
 103 
ていた。ラオスの携帯電話はプリペイドカード方式で 5,000 キップ（0.6 ドル）から購



















こからわかったことは、村内 196 世帯中 73 世帯が借金を抱えており、1 世帯当たりの
平均借金額は 415 ドルであった。そして、それらの借金の借り先は村の基金である。一







第 3 節	 保健・教育状況 








の検診を受けている世帯は 186 世帯中 96 世帯と約半数に留まっており、また、検診受
診世帯であっても、出産は自宅で行っていることから、伝統的な知識とその方法がとら
れており、妊婦の出産における問題点の存在は否めない。	  















	 次に、乳幼児死亡の経験については、186 世帯中 40 世帯で 2 歳未満児死亡の経験が
り、21 世帯で 5 歳未満児死亡の経験があることがわかった。なかには、複数回の乳幼児
死亡の経験があると答えた世帯もあった。人間開発報告書 2015 によると、ラオスの 2013
















第 2 項	 識字率と就学歴の状況 
	 タム村の 15 歳以上の成人者数は 642 人、うち女性が 311 人、男性が 331 人である。
女性の識字率が 78.8%、男性の識字率は 96.7%、男女合計の識字率は 88.0%という結果
であった(表 4-3-2)。 
 








	 ラオスの 15 歳以上成人識字率は 72.7%(HDR 2015) 121と公表されている。また、2010
年度の教育スポーツ省ノンフォーマル局資料では、81%(男性 88%、女性 75%)とされて
いる（津曲 2012 57 頁）。さらに、NSEDP Ⅷ(2016-2020)に記載されている NSEDP 
Ⅶ(2011-2015)のレビューの中で、15 歳以上成人識字率が、93.6%に上昇したと報告し
ている。2001 年にラオス保健省が実施したラオスの地域別の識字率の状況では、男女合





また、都市部と地方部とで差があり、その差は 20％以上の差が生じていることである。	  
	 NSEDPⅦ(2011-2015)は、都市部と地方部との間の教育水準の格差是正は重要項目と
して取り上げており、さらに NSEDPⅧ(2016-2020)では、15 歳以上成人識字率 95%を
                                                   
121 UNDP, Human Development Report 2015, Table10 Education Achievement, 2005-2013の期間 
	 で最新のデータより 
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4-3-1 のように、6 歳から 10 歳までの 5 年間が初等教育、11 歳から 4 年間の前期中等教
育、15 歳から 3 年間の後期中等教育、そして 18 歳以上の大学等高等教育と分類されて
いる。	  









	 表 4-3-4 は、タム村の 15 歳以上成人の就学歴の状況である。15 歳以上成人 666 人の
うち、533 人(成人者の約 80.0％)が小学校、401 人(成人者の約 60.0%)が中学校を、198
人(成人者の約 30.0％)が高校を、28 人(約 4.0%)が大学を卒業または在学中である。 
	 また、6 歳から 14 歳の子ども 158 人中 141 人が識字者であり、96 人が小学校に、45
 '4(3
235 ( 2+51





































人が中学校に現在通っていると回答している。さらに詳細をみると、6 歳から 10 歳の子
ども 58 人中 58 人が現在小学校に通っており、11 歳から 14 歳の子ども 83 人中 45 人が


















第 3 節	 調査結果から明らかになった実態 
	 本調査を実施する上で筆者は「タム村の地理的条件から村民は、比較的高い所得を得
ており、教育、保健衛生などの面でも高い水準で生活している」と考えた。そして、調









                                                   
122 ラオスにおける平均的な教育費の額は、公立小学校: 約 25 ドル/年、公立中学校: 約 32 ドル/年、 
	 高校約 32 ドル/年、大学約 128 ドル約 191 ドル/年である。  
123 Education for All: 2000 年にダカールで開催された、世界教育フォーラムにおいて 164 か国の政 
































































	 第 4 章までにラオスのおおまかな経済・社会状況について把握ができた。次に本研究
の最も重要な課題であるラオスの LDCs からの卒業のために、MDGs に即して開発の取
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１人当たり国民所得も 2010年に 1,000ドルを超え、2016年には 2,150ドルとなった124。
2011 年には世界銀行は、ラオスの所得分類を低所得国から低中所得国に変更したが
2015 年現在 LDCs に分類されたままである125。 
	 ラオス人民革命党は 1997 年の党大会において 2020 年までに LDCs から卒業すると
いう目標を採択し、以後 NSEDP に最優先課題として明記している。ラオス政府は LDCs
卒業のため国内の経済、社会開発に取り組むための具体的なスケジュールと目標を
MDGs に則して設定し取り組んでいる。 
	 第 5 章ではラオスの後発開発途上国からの卒業に向けての取り組み状況について、統
計データおよびラオス政府および UNDP ラオスによる「ラオス MDGs 報告書 2015：報






第 1 節	 後発開発途上国の概要 
第 1 項	 後発開発途上国の定義と分類 
	 LDCs は、一般的に言えば開発途上国の中でも特に開発の遅れた国といえるだろう。
その分類を行っているのは、国連であり「低所得国で、持続可能な開発に対する構造的
な障害に悩まされている国々」を LDCs と定義している 127。国連開発政策委員会
                                                   
124 2010 年 7 月の世界銀行の所得による国分類は、低所得国：995 ドル以下、中所得国：996 ドル〜 
	 12,195 ドル、高所得国：12,196 ドル以上と定義した。また、中所得国を低中所得国と高中所得国に 
	 分け、その分岐点を 3,946 ドルと定義した (World Bank, 2010)。 
125 World Bank Database, World Development Indicators, GNI per capita, 01 Mar. 2017, World  
	 Bank GNI per capita Operational Guidelines & Analytical Classifications. 
126 “The Millennium Development Goals and Lessons Learnt for the Post-2015 Period: A 	  
	 Summary Review” 
127 United Nations Department of Economic & Social Affairs Committee for Development Policy, 	  
	 2015, “The Least Developed Countries Category 2015 Country Snapshots”, LDC Definition p.1. 
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(Committee for Development Policy: CDP)は３年ごとに LDCs リストの国々について
審査を実施し、LDCs とするか LDCs 卒業とするかの提案書を作成し、経済社会評議会
（The Economic and Social Council: ECOSOC）に提出、ECOSOC は提案書を是認し、
国連総会で採択されるという手続による。LDCs 認定の指標は経済開発調査と入手可能
な統計や見識によって数年ごとに改訂されており、３年ごとの審査の結果３つの基準を
満たしていない場合、LDCs と認定される。但し、人口が 7,500 万人以上の国について
は除外される。LDCs からの卒業には、3 つの指標のうち 2 つについて２度の評価で基
準を上回っていることが求められる。 
 
表 5-1-1 LDCs 分類基準と卒業基準（2015 年 3 年評価の基準） 
 
注 1: HAI は、数値が高ければ高いほど人的資産の状況が良いことを意味し、 
EVI は数値が低ければ低いほど経済脆弱性が低いことを意味する。 
注 2: １人あたり GNI が 2,484 ドル以上である場合、所得のみで卒業要件を満たすと認定される。 
出所：Department of Economic & Social Affairs, Committee for Development Policy of United 
Nations, 2015, The Least Developed Country Category 2015 Country Snapshots, New York. 
 
	 CDP は、LDCs 認定を「１人当たり GNI (GNI per capita)」、「人的資源指数(Human 
Assets Index: HAI)」、および「経済脆弱性指数(Economic Vulnerability Index: EVI)」
の 3 つの評価基準をもって審査することとなっており、その基準が表 5-1-1 である。	  
	 所得による基準は、1 人当たり GNI によって測定され、そのデータは、国民経済計算
データおよびその国の収入状況情報を基に計算される。LDCs に認定されるのは、３年
間の１人当たり国民所得の平均が世界銀行の低所得国にあたる場合であり、2015 年のレ
ビューでは 1,035 ドル以下とされた。一方、LDCs 卒業のための所得基準は 1,242 ドル
とされ、また 1 人あたり GNI が卒業基準の二倍の 2,484 ドルとなった場合は、所得基
準のみで LDCs 卒業と認定される。HAI (図 5-1-1)は、人的資本の水準を測るもので 4
つの指標で構成されている。うち 2 つは健康と栄養に関連する指標で、5 歳未満児の死
亡率および低体重人口の割合が用いられている。他の指標は教育に関連する指標で、総
中等教育就学率と成人識字率が用いられ、これらの指標を指数化し、60.0 以下であれば






 GNI HAI EVI

 1,035	 60.0	 36.0	
 1,242	 66.0	 32.0	
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図 5-1-1 HAI の構成要素 
 
出所：United Nations Department of Economic & Social Affairs Committee for Development Policy, 
2015, Composition of EVI, p.1.より抜粋。 
 
図 5-1-2 EVI の構成要素 
 
出所：United Nations Department of Economic & Social Affairs Committee for Development Policy, 





























	 これらの構成要素を指数化し、36.0 以上の場合 LDCs に分類される。また、32.0 以
下となれば卒業要件の一つとして認定される。 
	 HAI および EVI に含まれる要素は、様々なデータソースから異なる単位で測定され
たデータを比較、集約する必要がある。そのため、HAI、EVI は、共通の「最大-最小」
手順を使用して作成される。基礎となるデータは、参照国の最大値と最小値に基づき
0~100 の範囲の指数に変換される。HAI、EVI の算出式は以下の式で表される128。 
 𝐼 = [(𝑉 −𝑚𝑖𝑛)/(𝑚𝑎𝑥 −𝑚𝑖𝑛)]×100 
 
	 I は、当該国のそれぞれの指数化された値、V は、当該国の指標の実数値、min は、




第 2 項	 ASEAN 域内の後発開発途上国 
 
表 5-1-2 後発開発途上国リスト 
 
出所：United Nations, Department of Economic and Social Affairs Development Policy and 
Analysis Division, Committee for Development Policy LDCs リストより筆者作成。 
 
	 表 5-1-2 は 2016 年 2 月現在の LDCs リストにある国を地域ごとに整理したものであ
る。1971 年に 25 カ国が LDCs に認定され、2016 年現在、東南アジア 4 カ国、南アジ
ア 2 カ国、中東 2 カ国、大洋州 4 カ国、アフリカ 34 カ国、中米 1 カ国の計 48 カ国が
LDCs に分類されている。1971 年から 2016 年までに LDCs から卒業した国は、わずか
4 カ国、また、2 カ国が卒業予定とされているが、LDCs の経済、社会の開発がいかに困
                                                   






















表 5-1-3 カンボジア、ラオス、ミャンマーの開発指標 
 
出所：United Nations Department of Economics & Social Affairs Committee for Development 
Policy, 2015, “The Least Developed Country Category 2006, 2009, 2012, 2015 Country 
Snapshots”,New York. 
 
	 東南アジアの LDCs のうちカンボジア、ラオス、ミャンマーはインドシナ半島に位置
する国々であり隣接国である。表 5-1-3 は、2015 年に CDP が公表した 3 カ国の 2006
年から 2015 年までの 3 年評価の結果をまとめたものである。 
	 カンボジアは、2006 年の１人当たり GNI303 ドル、HAI46.0、EVI52.3 であった。
そして、2015 年までに 3 つの卒業要件について改善し、2015 年には１人当たり GNI852
ドル、HAI67.2、EVI38.3 となり HAI は卒業要件を満たした。 
	 ミャンマーは、2006 年に 1 人あたり GNI 167 ドル、HAI68.4、EVI42.2 であったが、
2015 年までに 1 人あたり GNI 1,063 ドル、HAI72.7、EVI33.7 となり、こちらも HAI
は、卒業要件を満たした。 
	 ラオスは、2006 年に 1 人あたり GNI 350 ドル、HAI54.0、EVI57.9 から 2015 年に
は 1 人あたり GNI 1,232 ドル、HAI60.8、EVI36.2 となったが、1 人あたり GNI は基
準を満たしたが、HAI、EVI については基準を満たしていない。これら 3 カ国を比較し
てみると、ミャンマーは人的資源や経済的な脆弱性においてカンボジア、ラオスと比較
すると良好な状況にあり、経済の発展が遅れていた。逆に、カンボジアとラオスは、経
                                                   
129 1994 年ボツワナ、2007 年カーボヴェルデ、2011 年モルジブ、2014 年サモアが LDCs から卒業、 
	 また、赤道ギニア、バヌアツが卒業予定である(UN Committee for Development Pokicy 2015)。 
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	 第１章第２節第９項で述べたように、国際社会は 2000 年 9 月に国連で採択されたミ
レニアム宣言に基づき、ミレニアム開発目標に示された８つのゴール（開発目標）と 18
のターゲット（達成目標）を達成するための取り組みを行ってきた130。 





セス・ミーティング（Round Table Process Meeting: RTM）においても MDGs 達成に
ついての進捗状況が議事に含まれている131。 








第 3 節 後発開発途上国からの卒業〜ラオスの取り組みと現状 
第 1 項	 極度の貧困と飢餓の撲滅 
 
	 MDGs 第 1 番目の目標に掲げられたのは、貧困削減と飢餓の撲滅である。貧困削減に
ついては、ターゲット 1-A に「2015 年までに 1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を
1990 年の水準の半数に減少させる」という具体的目標を挙げている。 
                                                   
130 附録 1 参照。 
131 ラウンド・テーブル・プロセス・ミーティングは、UNDP の支援により開発途上国の開発支援に 
	 関する協議の場として 1983 年に設置された。ラオスでは、1999 年に設置の合意がなされ、2000 
	 年以来 3 年に 1 度のハイレベル会議が行われている。ラオスにおいては、10 の分野についてラオス 
	 側とドナー側が協働で議長を務め開発支援の計画と実施について協議を行っている(RTM Website  
	 2016)。 
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	 ラオスは既に MDG1 の貧困率削減については達成しており、ラオスの貧困ライン132を
基準とする貧困率で、1992 年/93 年の 46.0%から 2012 年/13 年には 23.2%へと削減し
ており、2015 年までにさらに貧困率は低下すると推定している133。 
 
図 5-3-1 ラオスの貧困率の推移（1992 年〜2012 年） 
(国際貧困ラインおよびラオス貧困ライン) 
 
出所：World Bank Database, Poverty and Equity Database のデータを用いて筆者作成。 
 
	 図 5-3-1 は、世界銀行データベースを基にラオスの貧困率の推移を国際貧困ライン(1
日 1.90 ドル以下および 1 日 3.10 ドル以下)以下で生活する人の割合とラオス貧困ライン
以下で生活する人の割合をグラフ化したものである134。1 日 1.90 ドル以下で生活する人
の割合は、1992 年の 22.9%から 2012 年の 16.7%に削減された。しかし、MDGs のター
ゲットでは、1990 年の貧困率を半減するとしていることから、国際貧困ラインを基準と
する場合ラオスの貧困率削減は目標に到達していない。また、1 日 3.10 ドル以下で生活
する人の割合は 1992 年の 59.1%から 46.9%に削減されている。貧困の深さを示す貧困
ギャップ率はラオス貧困ライン基準では 1992 年の 12%から 2002 年に 8%へ、そして
                                                   
132 ラオスの貧困ラインは、1992 年/93 年、1997 年/98 年、2002 年/03 年、2007 年/08 年に実施され 
	 た Laos Expenditure and Consumption Survey: LECS を基にそれぞれの調査結果から得られた都 
	 市部と農村部における収入、食糧および非食糧価格、消費者物価指数などから算出して決定されて 
	 いるが、具体的な貧困ラインの金額については公表されていない。また、2015 年の国勢調査の結果 
	 から最新の LECS が行われているが、そのデータ等は未だ公表されていない。 
133 ラオスの貧困ラインを基準とした貧困率の目標は 2015 年までに 24.0%に削減するであった。 
































2012 年には 5.5%にまで下がっている135。国際貧困ラインの 1 日 1.90 ドル基準では、








	 表 5-3-1 ラオス都市部と農村部の貧困率（1992 年/93 年〜2007 年/08 年） 
 
注：ラオスの貧困ラインを基準とした貧困率である。 
出所：Department of Statistics, Ministry of Planning and Investment, “Poverty in Lao PDR 2008”, 
Table11: Poverty Headcount, p.56.より抜粋。 
 
	 表 5-3-1 は、ラオスの貧困ラインを基準とした貧困率を都市部と農村部、さらに農村
部で 1 年を通じてアクセス可能な道路がある地域と、道路のない地域別にまとめたもの
である。1992 年/93 年の都市部の貧困率は 26.5%であったが、それに対して農村部では
51.8%であった。都市部については、2007 年/08 年までに 17.4%にまで貧困率は低下し
ており、2015 年目標の 24.0%を下回っている。しかし、農村部では、1997 年/98 年に
42.5%、2002 年/03 年に 37.6%、そして 2007 年/08 年には 31.7%と約 20%ポイント低下








                                                   
135 World Bank, 2016, World Development Indications, Poverty and Equity Database.  
	 貧困ギャップは、貧困ライン未満の人々の平均所得が、貧困ラインを何パーセント下回っているか 
	 を示す数値で貧困の平均的な深さを示す。 
136 World Bank, 2016, World Development Indicators, Poverty and Equity Database. 
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	 表 5-3-2 は、ラオスをヴィエンチャン都、北部、中部、南部に分けた地域別の貧困率
を示したものである。ヴィエンチャン都は、ラオスの首都であり国内で最も都市化の進
んでいる地域である。1992 年/93 年の貧困率 33.6%から 2007 年/08 年には 15.2%と貧
困率を半減することに成功している。しかし、その他の地域については 1992 年/93 年時
点でいずれも人口の半数近い人々が貧困にあったわけであるが、年々貧困率は低下して




は、2006 年以降 SEZ への外国企業の進出に伴う工場設置による近隣住民の雇用創出が
生じており、収入機会が増加していることから、貧困削減が進展していると考えられる。	  
 
表 5-3-2 地域別貧困率（1992 年/93 年〜2007 年/08 年） 
 
出所：Department of Statistics, Ministry of Planning and Investment, Poverty in Lao PDR 2008, 
Table11: Poverty Headcount より抜粋。 
 
表 5-3-3 地域の高低差による貧困率の違い（2002 年/03 年・2007 年/08 年） 
 
出所：Department of Statistics, Ministry of Planning and Investment, Poverty in Lao PDR 2008, 
Table11: Poverty Headcount より抜粋。 
 
	 次に、地域の高低差による貧困率を表 5-3-3 に示した。この表には地域の位置が低地
の平野部にある場合、山岳地帯などの高地にある場合、そして低地と高地の中間地域に
ある場合とで貧困率に大きな差があることが示されている。2002 年/03 年の低地の貧困
率は 28.2%、中地で 36.5%、高地で 43.9%であった。それが、2007 年/08 年の調査では、
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	 さらに表 5-3-4 は、言語種族グループ別に貧困率をまとめたものである。貧困率が最





では大きくなっている」と述べた（Lao PDR 2015）。また、表 5-3-5 は、都市部と農村
部のジニ係数の推移をまとめたものである。都市部と農村部とで比較すると確かに都市
部のジニ係数の方が高く、農村部よりも不均衡が大きいように見える。しかし、1992
年/93 年と 2007 年/08 年とで比較すると都市部、農村部ともにジニ係数は高くなってお
り、いずれの地域においても不均衡が拡大した。ラオス政府は、未だ貧困ライン以下の
人々に対して注視しなければならないことを認識しており、より適切な予算配分と、効
率的で集中的なアプローチがすべての分野において必要である（Lao PDR 2015)。 
 
表 5-3-4 言語種族グループ別の貧困率（2002 年/03 年・2007 年/08 年） 
 
出所：Department of Statistics, Ministry of Planning and Investment, “Poverty in Lao PDR 2008”, 
Table11: Poverty Headcount, p.56.より抜粋。 
 
表 5-3-5 都市部と農村部のジニ係数の推移（1992 年/93 年〜2007 年/08 年） 
 
出所：Department of Statistics, Ministry of Planning and Investment, “Poverty in Lao PDR 2008”, 
Table21: GINI Index, p.66.より抜粋。 
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な雇用、ディーセント・ワーク（適切な雇用）を達成する」についてである。ラオスの










者と比較するとその生産性は 4 分の 1 から 10 分の 1 で、その低い生産性を向上させて
いかなければならない。また、ラオスは国内全体の所得を向上させなければならないが、
国内の脆弱な雇用状態にある人の割合は高く、自営業者や未払いの家族労働者が全労働
力の 84.0%を占めている(Lao PDR 2015)。また、農業従事者の多くは劣悪な労働条件に
あり、同時にインフォーマル雇用が拡大しており、そこに従事する人々についても劣悪
な労働条件にあると考えられる。ラオス政府は、労働者保護の必要性から 2013 年に国
















けることができる。LANITH の取り組みは、2014 の世界観光旅行評議会(World Tourism 




	 ターゲット 1-C に挙げられたのは飢餓に関するもので、「2015 年までに飢餓に苦しむ
人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」である。ラオスは、MDGs ターゲッ
トにおける飢餓人口の半減について目標を達成したが、グローバル・ハンガー指標によ
る測定では、飢餓の状況は未だ深刻な状況にある。人口の約 5 分の 1 が最低限必要な食
事エネルギー以下の食事摂取状態にあり、低体重と生育不良の削減の取り組みは軌道に
乗っていない（Lao PDR 2015）。また、政府は 5 歳未満の子どもの約 44.0%が生育不良
で、27.0%が低体重、そして 6.0%が消耗症137であると報告した。 
 
表 5-3-6 ラオスのグローバル・ハンガー指標（2016 年） 
 
注：5 歳未満児死亡率は 2013 年のデータである。 
出所：International Food Policy Research Institute, 2016 Global Hunger Index より抜粋。 
但し、5 歳未満児死亡率は UNDP, Human Development Index 2015 より抜粋。 
 
表 5-3-7 ラオス栄養不良人口の推移(1990 年-2016 年) 
 
注：2014 年-16 年のラオスの栄養不良人口の全人口に対する割合は、18.5%である。 
出所：Food and Agriculture Organization of the United Nations, “The State of Food Insecurity in 
the World 2015”より抜粋。 
 
	 表 5-3-6 は、ラオスのグローバル・ハンガー指標の抜粋で、栄養不良人口の割合が全
人口の 18.5%であることを示している。国連食糧農業機関 (Food and Agriculture 
Organization of United Nations: FAO)が公表している栄養不良人口のデータ(表 5-3-7)
では、2014 年-16 年のラオスの栄養不良人口は 130 万人で、2015 年の全人口の 19.1%
と推計されている。1990 年-92 年と比較すると人数は減少しているが、その割合は高い
状態が続いている。また、子どもの状況も 5 歳未満児の消耗症の割合が 6.4%、発育障
                                                   
137 消耗症(Wasting もしくは Sever Acute Malnutrition とも呼ばれる)は、栄養不良の子どもたちに 
	 見られる症状で、「目がうつろ」で、「無気力」、「ぐったりしている」といった状態である。他の感 
	 染症や脱水症状を合併していることも多いが、身体の反応自体が低下した状態にあるため、親が気 






















































第 2 項	 普遍的初等教育の達成 
	 ラオスは 2014 年までに初等教育純就学率13898.5%を達成し、就学に関する MDG 目
標を達成した（Lao PDR 2015）。NSEDPⅧ(2016-2020)に示されている教育関連指標
によると、1991 年の初等教育純就学率139は 58.0%であったのが、2005 年には 89.2%へ
増加し、2014 年の 98.5%と確かに改善されてきた140。 
 
表 5-3-8 ラオスの教育指標(就学率) 
 
出所：United Nations Development Programm, 2015, “Human Development Report 2015”, Table 10 
Education Achievements, p244, New York より抜粋して筆者和訳。 
 
	 また、表 5-3-8 に示す 2015 年版人間開発報告書 (Human Development Report: 
HDR2015)の教育指標を見てみると、初等教育総就学率は、121.0%に達している141。し












                                                   
138 純就学率(Net Enrollement Ratio)は、学齢相当人口の総数に対する本来対象とされる年齢（学齢） 
	 の就学者数の割合（国際協力用語集第 4 版 2014 149 頁）。ここでは初等教育の就学を意味する。 
139 総就学率(Gross Enrollement Ratio)は学齢相当人口の総数に対する年齢を問わないすべての就 
	 学者数の割合（国際協力用語集第 4 版 2014 149 頁）。ここでは初等教育の就学を意味する。 
140 Five-Year National Socio-Economic Development Plan Ⅷ(2016-2020), p.41. 
141 UNDP,2015, “Human Development Report 2015”, Table 10 Education Achievements, p.244. 
142 Five-Year National Socio-Economic Development Plan Ⅷ(2016-2020), Table 11: Universal  
	 Access for Primary Education Indicators, p.41. 
143 就学前教育は、幼稚園や保育園での教育を意味する。 
144 United Nations Development Programm, 2015, “Human Development Report 2015”, Table 10  

















外していると報告した。しかし、NSEDP Ⅷ(2016-2020)は、15 歳以上 24 歳未満の若
年層識字率を毎年 2.0%上昇させ、2015 年に 99.0%を達成するという目標に対して、2014












金の割合は少ない（Lao PDR 2015）。HDR2015 によると、教育部門への公的資金の支







等教育の総就学率 78.1%を達成し（国家目標は 75%）、後期中等教育も 2012 年の 40.0%
未満から 2014 年/15 年に 45.8%に増加した146。中等教育総就学率は 2012 年/13 年の
50.5%から 2014 年/15 年の 64.6%に増加した。言うまでもなく、中等教育の就学率を高
めるためには、初等教育における修了率を改善することが求められる。 
 
第 3 項	 ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上 
	 教育におけるジェンダー間の格差は、すべての教育レベルの就学率で縮小しており、
                                                   
145 United Nations Development Programm, 2015, “Human Development Report 2015”, Table 10  
	 Education Achievements, p244, New York. 
146 前期中等教育は、11 歳から 14 歳までの 4 年間で日本の中学校に当たり、後期中等教育は、15 歳 
	 から 17 歳までの 3 年間で日本の高等学校に当たる。 
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	 HDR2015 に公表されている 2014 年の就学年数をみてみると、女子の予想就学年数は
10.1 年、男子が 11.0 年とほとんど変わらないが、実就学年数では、女子が 3.9 年、男
子は 6.1 年となっており、実際に学校で教育を受ける期間には大きな差がある。 
	 ラオスの農村地域では、家庭において男子教育の優位性があり、特に高地の遠隔地コ
ミュニティや母親が教育を受けていない家庭、また、貧困家庭でその傾向が見られる。
MDGs 報告所 2015 は、中等教育から高等教育へと進学できる女子の特徴として、家庭
環境に女子も男子と同様の教育を受けさせるという意識を持っている親がいるという点




り、妊娠可能な女性の 5 人に 1 人が 18 歳までに出産しており、そのうち 3%は 15 歳ま
でに出産していると報告している(Lao PDR 2015)。 
	 表 5-3-9 は男女の識字率についてまとめたものであるが、15 歳以上成人女子の識字率
は 1995 年の 47.9%から 2015 年には 72.8%に上昇している。15 歳以上成人男子の識字
率は、1995 年 73.5%から 2015 年には 87.2%に向上している。男女を比較すると、確か
に男子の方が 14.4%ポイント高くなっているがその差は縮まっている。また、15 歳以上
24 歳以下の若年識字率では、女子が 1995 年の 64.1%から 2015 年には 87.3%、男子が
1995 年の 78.8%から 2015 年の 93.1%に向上している。そして、男女間の識字率の差は、





                                                   
147 Five-Year National Socio-Economic Development Plan Ⅷ (2016-2020), Table 11: Universal  




表 5-3-9 男女別の識字率（1995 年〜2015 年） 
 
出所：United Nations Development Programm, 2015, “Human Development Report 2015”, Table 10 





	 ラオスの人口において、男女比はほぼ 1 対 1 であり労働力人口もほぼ同じ割合で、2015
年の女性の労働力人口は 168 万 7 千人、全労働力人口の 49.9%である150。雇用状況では、
15 歳以上の女性の雇用率が 75.4%、それに対して 15 歳以上の男性の雇用率は 78.0%と


















                                                   
150 World Bank, Database, Gender Statistics, 16 Dec. 2016.  
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第 4 項	 幼児死亡率の削減 
	 ラオス政府は、5 歳未満児の死亡率を 2015 年までに千人当り 70 人にするという国家
目標を達成できると予測しているが、国際目標である 1990 年の死亡率の 3 分の 1 に削
減するにはもう少しの努力が必要であると報告している(Lao PDR 2015)。 
	 ラオスの 1990 年の 5 歳未満児の死亡率は千人当り 162 人で、2014 年には 69 人に、
また、2 歳未満児の死亡率は 1990 年の千人当り 111 人に対して、2014 年で 52 人に減
少した151。5 歳未満児の死亡率の国家目標は 2015 年までに千人当り 80 人に、また 2 歳




	 ラオスが MDGs の目標としてあげているもう一つの指標は麻疹の予防接種率である。















                                                   
151 World Bank Database, Health Nutrition and Population Statistics, 05 Oct. 2016. 
152 The Seventh Five-Year National Socio-Economic Development Plan (2011-2015), Appendix 6  
	 Goals, Targets and Indicators in MDGs, p.214. 
153 1990 年と 2015 年の予防接種率は、World Bank Database, World Development Indicators より 
	 引用、2005 年の国家目標は The Seventh Five-Year National Socio-Economic Development Plan  
	 (2011-2015), Appendix 6 Goals and Indication in MDGs, p.214.より引用。なお World Bank  



















第 5 項	 妊産婦の健康の改善 
 ラオスは MDGs ターゲット 5-A 妊産婦死亡率に関して、2015 年までに 1990 年の 4 分
の 1 にまで低下させるとの目標を達成した（Lao PDR 2015）。世界銀行のジェンダー統
計によると、1990 年の妊産婦死亡率 10 万人当り 905 人に対して、2015 年には 197 人
に低下した154。しかし、依然妊産婦死亡率は高く、妊産婦に対する保健サービスの普及
率が低く、またその質が低いのである。出産についての専門知識と技術を有する保健師、
つまり助産師の立会いによる出産の割合が 2011 年/12 年で 42.0%にすぎない点、また、
衛生的にも設備的にも適切な出産施設で出産する割合が 38.0%と低い点などが原因であ








	 ターゲット 5-B に掲げられている普遍的なリプロダクティブ・ヘルス（性と生殖の健
                                                   
154 World Bank Database, Gender Statistics, 05 Dec. 2016.  
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康）に関する権利については達成できていない（Lao PDR 2015）155。 
	 例えば、1990 年の避妊率は 13.0%で、2011 年/12 年には 42.0%に増加したが、依然
若年層の出産率が高く、特に 15 歳から 19 歳の女子の千人当り 94 人が出産している 
(Lao PDR 2015)。ただし、世界銀行のジェンダー統計によると、若年女子の出産割合は


















あると述べている(Lo PDR 2015)。 
 
第 6 項	 HIV/AIDS、マラリア、その他の疾病の蔓延防止 
	 HDR2015 に示されたラオスの HIV/AIDS 感染者の割合は 0.1%であった157。NSEDP 
Ⅷ(2016-2020)も 2012 年の罹患率は、対人口比率で 0.28%、2015 年の国家目標の対人
口比率 1.0%よりも低いと述べた。しかし、世界保健機関(World Health Organization: 
WHO)の MDGs 関連統計データには、人口 10 万人当りの HIV/AIDS を原因とする死亡





	 由に決めることができることを意味する。World Health Organization, 2016, Reproductive Health.	
156 World Bank Database, Gender Statistics, 05 Dec. 2016. 
157 Human Development Report 2015, Table 9 Health Outcomes, p.240. 
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者の数は 2000 年の 1.1 人から 2012 年に 6.4 人に増加している158。 




に対する差別や感染予防、感染拡大の妨げになっているとしている(Lao PDR 2015)。 
	 感染者に対するケアについては、抗レトロアンチウィルス薬治療を受けている人の割
合は低く、また感染者が治療の遅れによるリスクを理解していないことが課題であると
している。推計によるものであるが、2015 年までにラオスの HIV 感染者の 57.0%が感














2002 年の感染者数が約 2 万 1 千人、そのうち死亡した人の数が 195 人、2005 年は約 1
万 3 千人で、うち死亡した人の数は 77 人と記録されている159。そして、2010 年は約 2
万 1 千人、うち死亡した人の数が 24 人、2012 年には約 4 万 6 千人、うち死亡した人の
数が 44 人であった。そして、2012 年から 2014 年までは、それ以前と比較すると感染
者数が増加している。2012 年のマラリアによる死亡者数が 44 人と多くなっているが、
2013 年、2014 年は死亡者数が抑えられているようである。2012 年以降のマラリア感染
者数の増加は、南部におけるマラリアの流行が原因であるとしており、耐性をもったマ
ラリアの発生を原因として挙げている(Lao PDR 2015)。しかし、マラリア感染者の 90%
が治療を受けていると報告されている。 
	 表 5-3-10 にも明らかなように、感染者の死亡者数・割合は確かに低下している。つま
                                                   
158 World Health Organization, 2016, Lao People’s Democratic Republic: WHO Statistics Profile.  









あたる必要があるとしている(Lao PDR 2015)。 
 
表 5-3-10 マラリアの罹患者数および死亡者数と人口に対する割合 
 
出所：World Health Organization, Statistics, Lao PDR, 2015 より抜粋。 
 
	 MDGs が挙げるもう一つの重要な感染症として結核がある。MDGs 報告書 2015 は、
多くの結核罹患者が診察されず、また治療を受けていなかったが、国家結核プログラム










	 NSEDP Ⅷ(2016-2020)は、新たな結核患者の発見率は 2015 年の目標値の 70.0%に対
して 72.0%となり、治療によって結核が治癒した事例の割合は 91.0%となったとしてい
る。結核感染率は 2009 年には、10 万人当り 151 人となり、2015 年の目標 10 万人当り
240 人に対して、目標値達成が可能であるとしている(Lao PDR 2016)。世界銀行の統計
                                                   
160 TB: Tubacurosis (結核)。 
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データによると、ラオスの 1990 年の結核患者の発見率は、1990 年の 8.7%から、2014
年には 34.0%に向上した。 
 
第 7 項	 環境の持続可能性の確保 
	 ラオスでは、過去旱魃と洪水が繰り返し発生しており、また気温も 1951 年から 2000





かし、ラオスの森林地域は、過去 10 数年の間に減少し、2012 年には 950 万 ha、国土








NSEDP Ⅷ(2016-2020)において、2002 年に国土面積の 42.0%にまで減少していた森林
地域を 2015 年の森林保護目標の 65.0%にまで回復させることができるとしており、そ
のために 24 の国立森林保護区 3.77 百万 ha、139 の森林保護区 8.05 百万 ha、県および
郡の森林保護区の生産森林 3.10 百万 ha をその他対象として保護プロジェクトを実施す
ると述べている(Lao PDR 2016 44 頁)。しかし、東によると 2015 年現在のラオス基準
による森林地域の国土に占める割合は 47.0%とされており、ほとんど森林地域は増えて
いない (東  2016)。また、世界銀行データベースにある国連食糧農業機関 (Food and 
Agriculture Organization: FAO)のデータでは、ラオスの森林地域の国土に占める割合




	 CO2 排出削減については、具体的な目標は挙げられていないが、図 5-3-2 に示すラオ
スの CO2 排出量の 1990 年から 2013 年までの推移を見てみると、1990 年に
                                                   
161 ラオス政府の森林地域の定義は、「最低樹冠被覆率 20%以上、面積 0.5ha 以上、樹高 5 メートル 
	 以上」である。FAO の定義では、「最低樹冠被覆率 10%以上」とされている。また、ラオスでは、 
	 ゴム園の産業植林についても、定義を満たせば森林として数えられる（東 2016）。 
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0.048kg/GDP であった排出量は、以後年々増加しており 2004 年に 0.102kg/GDP にま
で増加している。しかし、その後排出量は減少傾向となり、2013 年には 0.067kg/GDP
にまで削減され、1990 年の排出量の水準に近づいている。これらのラオス政府の取り組






図 5-3-2 ラオス CO2 排出量の推移 1990 年〜2013 年 
 
出所：World Bank Database, Millennium Development Goals データを基に筆者作成。 
 
	 ターゲット 7-C は「2015 年までに安全な飲料水と衛生施設を継続的に利用できない
人の割合を半減する」というものである。MDGs 報告書 2015 によると、2015 年に人口
の 76.0%が改善された安全な水にアクセスできると推計している。また、改善された衛
生施設を利用できる人の割合が 71.0%に達すると報告しており、これらの割合は、1990
年代の 3 倍の水準となるとしている(Lao PDR 2015)。 
	 図 5-3-3 にラオスで改善された安全な水を利用できる人の割合をグラフ化した。1994
年にラオスで安全な水にアクセスできる人の割合は 39.7%であった。当時のラオスの人
口は、約 474 万人162であったので約 285 万人が安全な水を利用できていなかったことに
なる。しかし、2015 年には、安全な水を利用できる人の割合は 75.7%増加し、利用でき
                                                   



























































































図 5-3-3 改善された安全な水を利用できる人の割合の推移 1994 年~2015 年 
 
注 1：世界銀行データベースに公表されている MDGs の安全な水の定義には外部からの汚染、特に人 
や動物の排泄物から十分に保護される構造を備えている水源・給水設備からの水で、公共の水道、家
庭内の水道、家屋敷地内外に設置された井戸から送水される水、保護された泉、雨水などが含まれる。 
出所：World Bank Database, Millennium Development Goals データを基に筆者作成。 
 
	 次に、改善された衛生設備を利用できる人の割合の推移を図 5-3-4 に示した163。1994
年のラオスにおいて改善された衛生設備を利用できる人の割合は 20.1%で、約 95 万人
であった。2015 年にその割合は 70.9%にまで高まり、約 482 万人が利用できるように
なった。ラオス MDGs 目標には、利用できる人の割合を 60.0%に向上させるとしている
ので、この目標については、2015 年までに達成していることになる。カムアン県タム村
の例を見てみると、196 世帯 165 世帯が自宅にトイレがあると回答、これは村の全世帯
の 84.1%にあたる。残る 31 世帯はトイレがないと回答した。但し、同村を実際に見る




























































































図 5-3-4 ラオスの改善された衛生設備を利用できる人の割合の推移 1990 年~2015 年 
 































































































第 8 項	 開発のグローバル・パートナーシップの推進 
 
図 5-3-5 ラオスの純 ODA 受取額 1990 年~2014 年 
 
出所：World Bank Database, Millennium Development Goals データを基に筆者作成。 
 
	 ラオスは、国内の社会経済開発の資金のうち多くを ODA に依存している。MDGs 報
告書 2015 によると、2012 年/13 年の総投資額の 14%、2013 年/14 年の総投資額の 10%
を ODA に依存したと報告された。図 5-3-5 は 1990 年から 2014 年までのラオスが受け
取った ODA の純受取額の推移を示したものである。1990 年に約 1 億 4 千 9 百万ドルで
あった受取額は、増減しながらも増加傾向にあり、2014 年には約 4 億 7 千 2 百万ドル




の関係が回復したことから ODA 受取額は急増した。 
	 1992 年には ADB によるメコン川流域開発、1997 年の ASEAN 加盟など国際関係は
ますます強まり、1998 年のアジア通貨危機により受取額は一時的に減少したが、2004
年以降再び増加し、メコン川流域における水力発電開発や鉱物資源開発に投入された
(IMF 2007)。開発に伴い、舗装率は 17.0%と低いが、道路延伸距離は 1990 年の約 1 万
4 千㎞から約 3.4 倍の 4 万 7 千㎞に伸びた164。また、2000 年以降タイとの間に 3 本の橋
                                                   























































































年にラオスの全人口の 31.0%しか利用できなかった電気も、2012 年には全人口の 70.0%







	 ターゲット 8-A に示される「開放的でルールに基づいた予測可能かつ差別のない貿易
および金融システムの構築」についても、先進国の対ラオス輸出関税指標のうち、農業、
縫製品などの関税が引き下げられるなど貿易障壁の撤廃に向けた動きが見られる。例え







民革命党は 2001 年 3 月の党大会において 2020 年までの後発開発途上国からの卒業とい
う目標を再度明言し、NSEDP に具体的な目標と 2020 年までのタイムテーブルを明記
し取り組み始め、またそれに対して UNDP を共同議長とする RTM における援助協調
を通して国際機関および諸外国による支援が行われてきた。 
	 ターゲット 8-C「内陸開発途上国と小島嶼開発途上国の特別なニーズに取り組む」で





	 ターゲット 8-D の債務問題について、世界銀行および IMF は、「ラオスが安定的で継
続的な経済成長による債務指標の改善にもかかわらず、依然として債務圧迫のリスクが
高い状態にある」と見做している(NSEDP Ⅷ 2016)。ラオスは、建国以来恒常的な財政
                                                   
165 メコン川架橋。2006 年にサワナケット県とタイ・ムクダハーン県、2011 年にカムアン県とタイ・ 
	 ナコーンパノム県、2013 年にボーケオ県とタイ・チェンライ県との間に架橋され、開通した。1994 









第 9 項	 不発弾の影響の削減 
	 2000 年に国連で採択されたミレニアム開発宣言に基づく、具体的な目標である MDGs
は 8 つの目標を掲げている。ラオスではさらに 9 番目の目標が掲げられている。「ラオ
スにおける不発弾(Unexploded Ordnance: UXO)による影響の削減」に関する目標であ
る。1964 年から 1973 年の第 2 次インドシナ戦争中に米軍の爆撃によって落とされた
280 万トンの爆弾のうち 40 万トンが不発弾と成って残存しているとされており、それ
らの除去と不発弾の爆発による被害者に対する支援が行われている。 NSEDP 
Ⅷ(2016-2020)によると、政府が 2010 年に実施した調査で、1964 年から 2008 年まで
に 48,375 人の不発弾による犠牲者が出ており、それらの犠牲者の多くは 14 歳から 35
歳までの年齢層の人々で、うち 60.0%が死亡、40.0%が負傷したと述べている(Lao PDR 
2016)。 
	 政府は、2015 年までに不発弾が残存するとされる地域 10 万 ha から不発弾を除去す













第 10 項	 MDGs 達成状況の総括 
	 ラオスは MDGs を達成することにより LDCs からの卒業を目指し、国際機関や各国
ドナー、NGO 等の支援を受け取り組んでいる。ここで、改めて目標の達成状況につい
て整理してみたい。 




く 7 つの目標と、ラオス政府が独自に設定した 9 番目の目標である「不発弾処理とその
被害者に対する支援」について、2015 年の目標値が設定されている 30 項目の指標を取
り上げた。NSEDP Ⅶ(2011-2015)は、2011 年に策定されたものでそれ以前の指標を基
に作成されており、さらに指標によっては数値が記載されていないものもあっため、世




	 ここに示した 30 項目の指標のうち、2015 年目標を達成した項目は 12 項目、未達成
の項目は 18 項目であった。また、未達成の項目について、達成度が 90.0%以上の項目






学率の向上が予測される。一方で、就学率が向上しているにも関わらず 5 年生に到達 
する生徒の割合については目標の達成率が 64.7%に止まっている。小学校の課程を修了 












標 17 助産師立会による出産の割合の向上と指標 19 妊娠時の検診受診率は目標達成でき





表 5-3-11 ラオスの MDGs 目標達成状況 
 
注釈 1: 達成状況は、目標達成＝〇、目標未達＝×で示した。 
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としては概ね良好な状況にある。HIV 罹患率については、もともとラオスでは HIV の
流行は少なかったため、以前から目標に挙げられている 1%以下に抑えるという目標は
達成されていた。マラリアと結核の患者数、そして結核患者の治療についても同様で、




に取り組んできた。ラオスの森林地域の割合は、1990 年の 76.5%から 2000 年には 71.6%
にまで減少したが、2015 年までに約 10%増え 81.3%となった。NSEDP Ⅶ(2011-2015)







口の割合は 70.9%にまで向上し、目標に対する達成割合は 127.3%となっている。 
	 最後に、ラオス特有の目標である不発弾除去についてである。2015 年までに不発弾の
除去エリアを 10 万 ha にするとしていたが、除去できた面積は 5 万 5 千 ha と達成度は
55.0%であった。しかし、指標 29 に示すように年々不発弾による被害者の数は減少して
おり、被害者数は 2014 年には 45 人と年間 150 人という目標を大きく下回った。また、
指標 30 に挙げた被害者に対する支援については 20,493 人に対して支援を行うとする目
標のわずか 2.8%の人々に対してしかその支援は届いていない166。 
 








	 2014 年 11 月 14 日に開催された RTM におけるラオス政府の MDGs 達成状況につい
                                                   
166 目標 20,493 人は、不発弾被で負傷した被害者で生存が確認されている人数である。National  





























	 ラオスの MDGs に関する取り組みの中で明らかになったことは、取り組みによって得
られた成果が国内の隅々にまで行き届いていないということが最も重要な示唆である。


























	 本章では、ラオス政府の MDGs に対する取り組みに関する報告書および国家社会経済
5 ヶ年計画に記載されている MDGs についてのレビューと指標、そして国際機関が公表
している統計指標を基にラオスの MDGs に対する取り組みと開発状況について考察を
行った。 









上の最優先課題としているのは LDCs からの卒業である。LDCs からの卒業はすなわち、
ラオスが将来的に自立的かつ持続的な開発と発展を求められることである。そのため、
本章で明らかにしたラオスが抱える本質的な課題を克服しなければならない。 
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	 1997 年の党大会で「2020 年までに LDCs から卒業する」ことが、ラオスの開発目標
として採択されてから 20 年が経過した。ラオスはこの目標を達成できるのかというこ
とが本研究の最後の課題である。 
	 第 6 章では、第 5 章で明らかにしたラオスの開発状況についての考察と課題を踏まえ、
LDCs からの卒業について、国連開発政策委員会の最新評価結果についての考察と、筆
者自身の観点からの卒業予測について述べ、卒業にのために重要な政府の役割について
結論を述べる。第 1 節では国連開発政策委員会の 2015 年 3 ヶ年評価の結果について検
討し、第 2 節では他の LDCs 卒業国の事例とラオスの開発状況から検討した卒業予測を
述べる。第 3 節では LDCs 卒業の課題と展望を述べ、第 4 節でラオスが LDCs から卒業
するための政府の役割の重要性について述べる。 
 
第 1 節	 LDCs 卒業評価について 
 
図 6-1-1 ラオス LDCs 卒業要件基準に対する達成度 2015 年評価基準 
 
注：１人当たり GNI および HAI は、基準値線を棒グラフが越えていれば卒業要件を満たしているこ
とを、EVI については、基準値線を棒グラフが下回っていれば卒業要件を満たしていることを表す。 
出所：United Nations Department of Economics & Social Affairs Committee for Development 
Policy, 2015, “The Least Developed Country Category 2006, 2009, 2012, 2015 Country Snapshots”, 
New York のデータを基に筆者作成。 
	  
	 図 6-1-1 は、2006 年、2009 年、2012 年、2015 年の CDP によるラオスの LDCs 卒業




































である。第 6 章で示したように、2015 年評価の１人あたり GNI の卒業要件となる基準
値は 1,242 米ドル以上、HAI は 66.0 以上、また EVI は 32 以下であった。2015 年のラ
オスの CDP 評価は１人あたり GNI1,232 米ドル、HAI60.8、EVI36.2 で、ラオスは卒
業要件を満たすことはできなかった。	  
	 ラオス計画投資省（Ministry of Planning and Investment: MPI）とラオス国連開発
計画(United Nations Development Programme in Lao PDR: UNDP ラオス)は、『2017
年版国家人間開発報告 -後発開発途上国からの卒業状況 (Graduation From Least 
Developed Country Status Lao PDR, 2017 the 5th National Human Development 
Report: NHDR2017)』を発行した。本報告書には、ラオスの LDCs からの卒業に対する
取り組みと現在の卒業に向けた状況が詳細に記述されている。 
	 NHDR2017 は１人当たり GNI が 2015 年の CDP 評価において基準の 99.0%にまで増
加しており、2006 年、2009 年、2012 年評価から劇的に向上していると述べている。さ
らに１人当たり GNI について、NSEDP Ⅷ(2016-2020)においてラオス政府が予測して
いるように年 7.5%の GDP 成長率が維持でき、かつ卒業要件基準値が改訂されないとい
う前提のもとで、次回の評価が行われる 2018 年には、十分要件を満たすことができる
だろうとも述べている。NSEDP Ⅷ(2016-2020)は、2015 年以降の１人あたり GNI の
予測について年率 10.0%と仮定し、2018 年に 2,416 米ドル、2020 年に 2,923 米ドルに
増加する予測した (表 6-1-1)。 
 
表 6-1-1 ラオス政府の１人あたり GNI 予測値（2016 年〜2023 年） 
 
出所：Ministry of Planning and Investment, United Nations Development Programme in Lao PDR,  
2017, “National Human Development Report Graduation From Least Developed Country Status  
Lao PDR, 2017”, Vientiane, p.32.より抜粋。 
 
	 筆者は、世界銀行が公表している最新のデータを参照し、ラオスの１人当たり GNI
の予測を行った(表 6-1-2 および表 6-1-3)。予測にあたり、2 つのケースを想定した。1
つは、過去 10 年間の１人当たり GNI の平均増加率を算出し、その増加率が今後も維持
されると仮定した場合である。もう一つは、2013 年以降１人当たり GNI の増加率が低
下しているため、最も増加率の低かった 2015 年/16 年の増加率 7%を基準とした場合で
ある。 
	 まず前者の 13 年間の１人当たり GNI の増加率を幾何平均して得た 12.6%で予測した
場合、ラオスの１人当たり GNI は 2018 年に 2,726 ドル、2021 年に 3,892 ドル、2024
年には 5,556 ドルとなる。CDP の 2015 年評価時の基準値である 1,242 ドルおよび所得
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のみでの卒業基準である 2,484 ともに満たすこととなる。 
	 後者の増加率を 7.0%で予測した場合、2018 年に 2,462 ドル、2021 年に 3,015 ドル、
2024 年には 3,694 ドルとなる。所得の基準値 1,242 ドルは超えているが、所得のみの評
価基準 2,484 ドルを超えるのは 2019 年以降となる。 
 
表 6-1-2 ラオスの１人当たり GNI の推移と年増加率（2004 年〜2016 年） 
  
注 1. 2004 年から 2016 年までの年平均増加率を幾何平均した。 
出所：World Bank, World Development Indicators, GNI per capita Atlas method (current US$), 30 
June 2017 updated のデータを用いて筆者が算出作成。 
 




	 なお、ここで用いた最新の１人当たり GNI データを用いた場合、2015 年評価で使用
された 2012 年から 2014 年の 3 年間の平均１人当たり GNI は 1,483 ドルとなり、すで
に卒業基準を満たしたことになる。 
	 以上のことから、ラオスが１人当たり GNI について次回評価以降、卒業基準を満たす
可能性は極めて高いと考えられる。 
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	 ラオス政府は、NSEDP Ⅷ(2016-2020)において LDCs 卒業について、１人あたり GNI
については順調に要件を満たしつつあるとの評価をしているが、HAI と EVI について
は、課題が多く、さらに持続的な取り組みの必要性について言及している。 
	 2015 年の CDP 卒業評価において、ラオスの HAI 指数は卒業基準 66.0 に対して 60.8
であったので、卒業要件を満たすことはできなかった。NHDR2017 は 2015 年の評価に
ついて、HAI に関しては基準に対して 92.0%にまで到達したと述べている。しかし、2006
年に卒業要件の 94.0%を満たしていた HAI が、2009 年、2012 年、2015 年と低下して
いることについて指摘し、他の LDCs と比較してその進展状況が遅いと述べている。 
 
表 6-1-4	 ラオス LDCs 卒業要件指標の変化（2006 年〜2015 年） 
 
注：変化の表示は、改善を○、変化なしを△、悪化を×で示した。 
出所：United Nations Department of Economics & Social Affairs Committee for Development 
Policy, 2015, “The Least Developed Country Category 2006, 2009, 2012, 2015 Country Snapshots”, 
New York のデータを基に筆者作成。 
 
	 表 6-1-4 は 3 指標の各項目について 2006 年から 2009 年、2009 年から 2012 年、2012
年から 2015 年についてその変化を表した。悪化の要因は保健分野に関するもので 2009
年から 2012 年において低体重の人口の割合が増加したこと、また、2012 年から 2015
年において 5 歳未満児の死亡率が増加したために HAI 指数が低下したものである。教育
については、中等教育就学率は 2009 年から 2015 年まで向上を続けている。識字率につ
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(United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization: UNESCO)の
2009 年-2013 年データが用いられている。HDR が示す識字率データでも同じデータが
用いられており、2002 年から識字率 73.0%から変化していないことからラオスの現状を
現しているとは言えないと筆者は考えている。なぜならば、NSEDP Ⅷ(2016-2020)に
も記載されているように 15 歳以上成人識字率は、2015 年までに 93.6%を達成したと報
告している。また、筆者が実施したカムアン県タム村での農村悉皆調査においても、同
村の 15 歳以上成人識字率は 88.0%であった。これらのことから、少なくとも CDP の
LDCs3 ヶ年レビューに用いられている識字率データよりもラオスの成人識字率は向上
していると考えることが妥当である167。 
	 NHDR2017 によると 2015 年の EVI に関する卒業基準に対してラオスは 88.0%を満
たしたとの評価がされたが、他の 2 つの卒業要件と比較すると基準の充足率は低い。各
項目の指数は、人口 41.4、遠隔性 58.8、商業輸出の集中性 22.4、農業・林業・漁業の
全産業に占める割合 41.9、自然災害の被害者数 88.9、農業の不安定性 20.4、輸出の不
安定性 24.2 となっている。EVI の卒業基準指数は 32.0 であるので、ここに示した 8 つ
の指標のうち基準を満たしているのは 3 項目であった。しかし、EVI についてラオスは
脆弱性を克服しつつあるといってよいだろう。ラオスの人口は増加傾向が続いており、












	 財とサービスの輸出の不安定性については、2012 年から 2015 年にかけて悪化したと
評価されている。ラオスは、2006 年以降工業化が進められ輸出が増加しているものの、
依然として輸入依存国であることは変わっていない。また、輸出品目は縫製品や木材、












う。ラオスは、MDGs を達成することにより LDCs からの卒業を目指して経済・社会の
開発に努めてきた。その結果、いくつかの目標を達成し、それにともない国民生活は向
上してきた。しかし、2015 年の国連 CDP の 3 年評価において、その基準を満たしてい
ないことから、目標である 2020 年までの LDCs 卒業は叶わないことが明らかである。 
 
第 2 節	 LDCs 卒業事例から見たラオスの卒業予測 
	 ラオス政府が最大の目標として取り組んでいる 2020 年までの LDCs からの卒業は実
質的に達成できないことは明らかである。LDCs 卒業には、3 年評価を 2 度に渡って満
たす必要があり、ラオスは 2015 年の CDP 評価を満たすことができなかったことから、
早くても卒業は 2024 年以降となるだろう。 
	 ここで、ラオスの LDCs 卒業の予測をするために、モルジブ、サモア、赤道ギニア、
バヌアツの 4 カ国の LDCs 卒業時点の 3 指標の状況について見てみる。 
	 まず、2011 年に卒業を果たしたモルジブと 2014 年に卒業を果たしたサモアの状況に
ついてみてみる。 
 
表 6-2-1 モルジブの LDCs 卒業要件指標の推移（2006 年・2009 年・2012 年・2015 年） 
 
出所：Committee for Development Policy and United Nations Department of Economic and Social 
Affairs, 2015, "Hand Book on the Least Developed Country Category: Inclusion, Graduation, and 
Special Support Measures Second Edition", New York. United Nations Department of Economics 
& Social Affairs Committee for Development Policy, 2015, “The Least Developed Country 
Category 2006, 2009, 2012, 2015 Country Snapshots”, New York.より筆者作成。 
 
	 モルジブは、インド洋に位置する島嶼国で、1971 年に LDCs に認定された(表 6-2-1)。
2015 年の人口が約 41 万人、国土面積 300 ㎢の国で、主要な産業は水産業と観光産業で、
農業は GDP の 3.3%にすぎず、工業が 23.0%、サービス業が 73.7%と、サービス業に依
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存している168。モルジブの１人あたり GNI は、2006 年の CDP 評価時で 2,320 米ドル、
2009 年が 2,940 米ドルで、HAI が 2006 年 81.9、2009 年 87.5 と 2 つの要件を満たし
た。EVI については基準値を満たしていなかったが、3 つのうち 2 要件を満たしたこと
で卒業認定された。EVI については、2009 年に 58.2、2012 年で 55.2、さらに 2015 年
においても 49.9 と経済的な脆弱性は改善の途上である。 
	 次に、2014 年に卒業認定を受けたサモアの状況である（表 6-2-2）。サモアは、南太
平洋に位置する島嶼国であり、2015 年の人口が約 19 万人、国土面積 2,840 ㎢の国で、
1 次産業の GDP に占める割合は 9.3%、2 次産業が 24.2%、3 次産業が 68.6%となって
いる169。サモアの 2006 年１人あたり GNI が 1,596 米ドル、2009 年には 2,240 米ドル
となり、さらに 2012 年に 2,880 米ドルであった。HAI も 2006 年にはすでに 90.4、そ
の後 2009 年 92.2、2012 年 92.8 と要件を満たし、2 要件が基準を満たしたことによっ
て卒業認定された。サモアもまた、EVI については、2015 年の CDP 評価でも 44.0 で
あり基準を満たしていない。 
 
表 6-2-2 サモアの LDCs 卒業要件指標の推移（2006 年・2009 年・2012 年・2015 年） 
 
出所：Committee for Development Policy and United Nations Department of Economic and Social 
Affairs, 2015, "Hand Book on the Least Developed Country Category: Inclusion, Graduation, and 
Special Support Measures Second Edition", New York. United Nations Department of Economics 
& Social Affairs Committee for Development Policy, 2015, “The Least Developed Country 
Category 2006, 2009, 2012, 2015 Country Snapshots”, New York.より筆者作成。 
 
	 さらに、卒業を予定されている赤道ギニア(2017 年予定)とバヌアツ（2018 年予定）
についても確認する（表 6-2-3、6-2-4）。赤道ギニアはアフリカ中央部西岸に位置する大
陸部と島嶼部を有する国家で、人口約 85 万人、国土面積約 2 万 8 千㎢の国である。主
要な産業は鉱業であり、石油と天然ガスによって経済成長を遂げた国で、1次産業のGDP
に占める割合は 2.1%、2 次産業は 60.0%、3 次産業が 37.9%という産業構造となってい
る170。赤道ギニアの 2015 年の卒業要件指標は、１人あたり GNI が 16,089 米ドル、HAI
は 54.8、EVI は 39.3 であった。2006 年にはすでに１人あたり GNI が 3,393 米ドルと
                                                   
168 人口および国土面積は、World Bank, 2017, World Development Indicators より抜粋、主要産業 
	 および産業割合は外務省、2017、モルディブ共和国基礎データより抜粋。 
169 人口、国土面積については World Bank, 2017, World Development Indicators より抜粋。主要産 
	 業および産業割合は、外務省、2017、赤道ギニア共和国基礎データより抜粋。 
170 人口、国土面積については World Bank 2017, World Development Indicators より抜粋。主 
	 要産業および産業割合は、外務省、2017、赤道ギニア共和国基礎データより抜粋。 
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基準を大幅に上回っていたが、HAI、EVI が基準を満たしていなかったようである。	  
 
表 6-2-3 赤道ギニアの LDCs 卒業要件指標の推移 
（2006 年・2009 年・2012 年・2015 年） 
 
出所：Committee for Development Policy and United Nations Department of Economic and Social 
Affairs, 2015, "Hand Book on the Least Developed Country Category: Inclusion, Graduation, and 
Special Support Measures Second Edition", New York. United Nations Department of Economics 
& Social Affairs Committee for Development Policy, 2015, “The Least Developed Country 
Category 2006, 2009, 2012, 2015 Country Snapshots”, New York.より筆者作成。 
 
表 6-2-4 バヌアツの LDCs 卒業要件指標の推移（2006 年・2009 年・2012 年・2015 年） 
 
出所：Committee for Development Policy and United Nations Department of Economic and Social 
Affairs, 2015, "Hand Book on the Least Developed Country Category: Inclusion, Graduation, and 
Special Support Measures Second Edition", New York. United Nations Department of Economics 
& Social Affairs Committee for Development Policy, 2015, “The Least Developed Country 
Category 2006, 2009, 2012, 2015 Country Snapshots”, New York.より筆者作成。 
 
	 バヌアツは南太平洋に位置する島嶼国で、人口約 26 万人、国土面積が 12,190 ㎢であ
る。主な産業は農業と観光業で、1 次産業の GDP に占める割合が 28.2%、2 次産業は
9.1%、3 次産業は、62.7%（2014 年）という産業構造である171。バヌアツの 2015 年の
LDCs 卒業要件指標は、１人あたり GNI が 2,997 米ドル、HAI が 81.3、EVI が 47.7 で
あった。2009 年以降 2 つの要件について基準を満たしている。 
	 これらのLDCs卒業を果たした 2カ国、卒業予定の 2カ国の指標から明らかなことは、
4カ国とも１人あたり GNIが卒業基準となる価額の２倍を超えていることである。また、
HAI に関しては３カ国が基準を超えている。しかし、４カ国ともに EVI については、
基準に達していないということである。 
	 LDCs は「低所得国で、持続可能な開発に対する構造的な障害に悩まされている国々」
                                                   
171 人口、国土面積、産業割合は、World Bank Database, World Development Indicators より抜粋。 
	 主要な産業については、外務省、バヌアツ共和国基礎データより抜粋。 
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きたことから LDCs 卒業認定に至ったと考えることができる。 
	 では、ラオスについて改めて検討してみたい。第１節で示した 2015 年の CDP 評価に
おけるラオスの各指標は、1 人あたり GNI1,232 米ドル、HAI60.8、EVI36.2 であった。 
ラオスの 2015 年の１人あたり GNI は 1,760 米ドルであったが、CDP 評価では 2011 年
から 2013 年の１人あたり GNI の平均値で評価されたため、2015 年のラオスの卒業評
価対象値は 1,232 米ドルとされた。そのため基準を満たしていないという評価となった。	  
	 しかし、第 1 節で述べたように、更新された新たなラオスの１人当たり GNI を参照
して検討した場合、すでに 2015 年の 3 ヶ年評価基準を上回ることとなり、政変や紛争、
または、アジア通貨危機のような想定外の経済的停滞がないとすれば、次回 2018 年基
準を満たすことは間違いないだろう。 






	 表 6-2-5 HAI 指標の比較（CDP 評価⇔ラオスデータ） 
 
出所：CDP 評価値：United Nations Department of Economics & Social Affairs Committee for  
Development Policy, 2015, “The Least Developed Country Category,2015 Country Snapshots”, 
 New York. ラオスデータ：National Socio-Economic Development Plan Ⅷ. 
 
	 例えば、ラオスの 15 歳以上成人識字率については 2004 年-2008 年のデータが用いら
れており、その値は 72.6%とされている。しかし、ラオス政府が NSEDP Ⅷ(2016-2020)
において公表している HAI 指標と CDP で用いられた指標とで比較してみると 5 歳未満
児死亡率は千人あたり 67.0 人、栄養不良人口の割合 18.5%、中等教育就学率 78.1%、識
字率 93.5%とすべての指標において CDP 評価に用いられた指標よりもより良好な状況
C* .29 3/021











されていることは間違いない。こうした点からも、HAI については CDP の評価は低く
見積もられているのではないだろうか。 
	 EVI については、用いられている指標が HAI と異なり、少しの状況変化に対して変
動しやすい指標が多いこと、またその国の開発状況を示すには不十分な指標も含まれて
いるのではないだろうか。NHDR2017 においてもこの点について指摘がなされている。 













るドナーの存在も重要な鍵である。RTM は 1983 年に UNDP の支援で始まり、3 年に 1
回ジュネーブで行われていた。RTM は 2000 年からヴィエンチャンで開催されるように
なり、ラオスとドナーとの密接な取り組みが行われている。 
	 表 6-2-6 は、RTM のセクター・ワーキング・グループ（Sector Working Groups）の
課題分野、ラオス側担当省庁、共同議長パートナーを一覧にしたものである172。開発課









                                                   





	 以上の観点からラオス LDCs 卒業について考察をした結果、直近の卒業国のうち３カ
国の事例と関連する開発状況の進展具合から、ラオスが１人あたり GNI と HAI の基準
を 2018 年以降満たす可能性が非常に高いと結論する。但し、卒業認定に必要な条件的
制約から、卒業が認められるのは早くても 2024 年以降になるだろう。 
 
表 6-2-6	 RTM セクター・ワーキング・グループ(Sector Working Groups: SWGs) 
 
出所：JICA ラオス事務所(2016 年 5 月)資料より抜粋、筆者和訳。 
 
第 3 節	 後発開発途上国卒業に向けた課題と展望 
	 ラオスが LDCs から卒業するための課題はここまでの考察からも明らかであり、筆者
は 3 つの課題について特に取り上げたい。 
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しれないが、確実に LDCs からの卒業要件に近づいていることは間違いないだろう。 




















                                                   
173 Statistical Yearbook 2014, Table 15 Population Estimation 2013-2014, p.22.  































	 言うまでもなく、人材育成は教育と直結した問題である。本章第 2 項・表 6-3-8 はラ
オスの教育指標について、初等教育就学率 121.0%、中等教育総就学率 50.0%、高等教










表 6-4-1 2014 年-15 年度公務員採用試験の状況 
 
出所：JICA ラオス事務所専門家会議資料より筆者作成。 
(Vientiane Times 24 May. 2014, 04 Aug. 2014, KPL 21 Aug. 2014) 
 
	 表 6-4-1 は 2014 年-15 年度の公務員採用試験の状況である。当時と現在とでは採用制
度が変更となっているが、公務員を志望する者で内務省が実施する一次試験を受験した
のが 37,472 人、うち合格者数が 32,500 人であった177。二次試験の採用予定定員数は
5,000 人であるので、競争率は 6.5 倍という難関であった。また、受験者のうち 8,162
人がラオス国立大学の卒業生であることから、公務員を目指す人たちはラオスのなかで
も非常に高い教育を受けてきた人たちであった。 











                                                   
176 UNDP,2015, “Human Development Report 2015”, Table 10 Education Achievements, p244,  
	 New York の 2008 年-2014 年のデータより抜粋。 
177 前年度の採用予定者数と比較し定員数が 3 分の 1 に減少しているのは、前年の歳入減の影響によ 
	 り期中の予算削減のために大幅に新採用者数が削減されたことが要因であると推察される。本採用 


















表 6-4-2 ラオスの公務員数と 2014 年-15 年度の省庁別採用定員数(人) 
 
出所：JICA ラオス事務所専門家会議資料（2014 年 9 月）より筆者作成。 
(Vientiane Times 24 May. 2014, 04 Aug. 2014, KPL 21 Aug. 2014) 
 
	 表 6-4-2 はラオスの公務員数と 2014 年-15 年度の省庁別の採用予定定員数を示してい
る。ラオスの中央省庁に勤務する公務員数は、2014 年 8 月現在約 156,000 人とされて




























































	 ラオスは 1997 年以来 20 年間にわたり、LDCs からの卒業を国家開発の最優先目標と
                                                   
178 キャパシティ・ディベロプメントに対してキャパシティ・ビルディング(Capacity Building)は、 
	 個人や組織の能力強化のみを重視するもので、外部からの介入、つまり開発援助等による働きかけ 
	 によって能力を向上させていくという考え方とされる(JICA 2006)。 
 164 
し、経済・社会開発に取り組んできた結果、多くの成果を得た。1987 年以降の市場経済
メカニズム導入と国際関係における開放政策によって、ODA や FDI などの外国からの
資金、資本の流入が増加し、1997 年には ASEAN 加盟も承認された。外資優遇政策と





2015 年の 3 年評価において、ラオスは LDCs 卒業基準を満たすことはできなかったが、
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	 第 2 次世界大戦以後、経済発展のための開発アプローチとして工業化による開発とそ
のための先進国による開発援助が行われてきたが、経済発展だけでは不十分であること






































































































附録 1	 略語一覧 
ADB      Asian Development Bank                             アジア開発銀行 
ASEAN   Association of South-East Asian Nations           東南アジア諸国連合 
AEC      ASEAN Economic Community                     ASEAN 経済共同体 
AFTA     ASEAN Free Trade Area                        ASEAN 自由貿易地域 
BHN      Basic Human Needs                  ベーシック・ヒューマン・ニーズ 
	              (人間の基本的ニーズ) 
CDP      Committee for Development Policy     	 	         国連開発政策委員会 
DAC      Development Assistance Committee                    開発援助委員会 
ECTT     European Council on Tourism and Trade     ヨーロッパ観光貿易会議 
EU        European Community                                      欧州連合 
FDI       Foreign Direct Investment      	 	                     海外直接投資 
EVI       Economic Vulnerability Index        	 	              経済脆弱性指数 
FAO	 	   Food and Agriculture Organization of United Nations  国連食糧農業機関 
GDP	     Gross Domestic Product  	                      国内総生産 
GMS      Greater Mekong Sub-region                          メコン川流域地 
GNI       Gross National Income  	                      国民総所得 
GNP       Gross National Product  	                      国民総生産 
HAI       Human Assets Index                 	 	 	             人的資産指数 
HDI       Human Development Index              人間開発指数 
HDR       Human Development Report                         人間開発報告書 
IDS	 	 	   International Development Strategy                	 	 国際開発戦略  
IDS	 	 	   International Development Strategy                   国際開発戦略  
ILO        International Labour Organizatio	                     国際労働機関 
IPP        Independent Power Project 	 	 	 	 	 	 	             独立発電事業体 
IMF        International Money Fund              	            国際通貨基金 
JICA       Japan International Cooperation Agency   独立行政法人国際協力機構 
LANITH    Laos National Institute of Tourism and Hospitality  
                                 ラオス国立ツーリズム・ホスピタリティ専門学校 
LDCs      The Least Developed Countries                 	 	 	 後発開発途上国 
LECS      Laos Expenditure and Consumption Survey        ラオス消費支出調査 
LNTA      Laos National Tourism Authority                   ラオス政府観光庁 




  the 7th Five Year National Socio-Economic Development Plan 2011-2015       
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NSEDPⅧ 2016-2020	 	  
  the 8th Five-Year National Socio-Economic Development Plan 2016-2020 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 第 8 次国家社会経済開発計画(2016 年-2020 年) 
MDGs     Millennium Development Goals                   ミレニアム開発目標 
MICT     Ministry of Information, Culture and Tourism           情報文化観光省 
NIEO     New International	 Economic Order	 	 	 	 	  	 	 	 	 新国際経済秩序 
NIEs     Newly Industrialization Economies                   新興工業経済地域 
ODA     Official Development Assistance               政府開発援助 
OECD    Organization for Economic Co-operation and Development 
                                                              経済協力開発機構 
OEEC    Organization of European Economic Cooperation       欧州経済協力機構 
RTM     Round Table Process Meeting         ラウンド・テーブル・ミーティング 
SAL 	 	  Structural Adjustment Loan                             構造調整融資 
SDGs	 	  Sustainable Development Goals	 	 	 	             持続可能な開発目標 
SEZ      Special Economic Zone                                     経済特別区 
SWGs     Sector Working Groups                セクター・ワーキング・グループ 
TVET    Technical Vocational Education and Training	         職業技術教育訓練 
TB       Tubacurosis	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  結核 
UNDP	 	 United Nations Development Programme                国連開発計画 
UNEP	 	 United Nations Environment Programme	            国連人間環境計画 
UNESCO	 United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization   
	 	 	 	 	             国連教育科学文化機関 
UNWTO  United Nations World Tourism Organization     	 	  国連世界観光機関 
USAID    United State Agency for International Development     米国国際開発庁 
UXO      Unexploded Ordnance                                         不発弾 
WHO     World Health Organization                              国連保健機関 
WTO     World Trade Organization                               世界貿易機関 







附録 2	 ラオス人民主共和国地図 
 
出所：白地図専門店ラオス人民民主共和国よりダウンロード筆者修正。 





附録 3	 無償資金援助と GDP 流入額の回帰分析の結果 
図 3-1 無償資金援助流入額と GDP の散布図 
（1990 年〜2014 年） 
 
注 1：横軸は無償資金援助受入額（単位：百万ドル）、縦軸は GDP 額（単位：100 万ドル） 
出所：World Bank Database, World Development Indicators,GDP 額と無償資金流入額を基に 
筆者作成。 
 
表 3-1 無償資金流入額と GDP 額との回帰分析の結果 
 
注：t 値**は 1%で有意であることを示す。 
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附録 4  FDI 流入額と GDP との回帰分析の結果 
図 4-1 FDI 流入額と GDP との散布図（1988 年〜2014 年） 
 
注釈：横軸は FDI 流入額（単位：百万ドル）、縦軸は GDP 額（単位：100 万ドル） 
出所：World Bank Database, GDP および FDI 額を用いて筆者作成。 
 
図 4-2 FDI 額流入と GDP との散布図（1988 年〜2005 年） 
 
注釈：横軸は FDI 流入額（単位：百万ドル）、縦軸は GDP 額（単位：100 万ドル） 
出所：World Bank Database, GDP および FDI 額を用いて筆者作成。 
 
図 4-3 FDI 額と GDP との散布図（2006 年〜2014 年） 
 
注釈：横軸は FDI 流入額（単位：百万ドル）、縦軸は GDP 額（単位：100 万ドル） 
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表 4-1 FDI 流入額と GDP との回帰分析の結果 
 
注：t 値**は 1%で有意であることを示す。 
出所：World Bank Databse, Wordl Development Indicators, GDP (Market Price, Constant 2010)
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附録 5	 タム村質問票 
 
Investigating Socio-economic Condition of Rural Area in Laos 
 
Questionnaire for farm household (sample size 50) 
Date: (    .   . 2014 ) Interviewer: (                       )    Questionnaire 
Number: (     ) 
1. Total number of household member (     ) persons 
2. Number of children (     ) 
 
3. Family Structure (Family members who live together) 
4. Land for cultivation (     )  Acre  
  Types of crop  
(                                                                   )    
  Amount of Cultivation/Annual  Rice  (                 ) kg 
                         Other crop (              ) kg 
  Annual expense for fertilizer (           ) US$ 
  Total annual expense for cultivation (           ) US$ 
  Total annual income from cultivation (           ) US$ 
  Do you access micro credit for cultivation? a. Yes (   )   b. No (   )  If yes, total (       ) US$ 
  Do you have other aid or support for cultivation from government?  a. Yes (   )   b. No (   )  
  Do you have other aid or support for cultivation from NGO or international organization?  a. Yes (   )  
b. No (   ) 
  Do you have any problem for cultivation? a. Yes (   )   b. No  (   ) 
If yes, (                                                                    )  
5. If interviewee has side job; Type (                             ),  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 Side job annual income (       ) US$ 
Marital Occupation
status or Grade(student)
Respondent  ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)
Spouse  ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)
2  ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)
3  ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)
4  ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)
5  ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)
6  ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)
7  ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)
Sex Educational background
 ( M    F  ) ( S  M  W  D) ( Illiterate   Literate   Primary  Middle  High   University)(Others) 1
Relationship Age
 178 
  Total family Income per month (             ) US$ 
  Family expense for food per month (           ) US$ 
  Total family expense per month (           ) US$ 
  Do you have debt? Yes (    ), (        ) US$     , No (    ) 
If you have debt, do you borrow from ; a. friends (   )  b. relations (   )  c. others (   ) 
Do you have saving? Yes (    ), (        ) US$     , No (    ) 
If you have money, what do you want to do? 
(                                                                          ) 
6. Property (If interviewee has property check like this ✓  
TV(   ) Radio(  ) Cassette(  ) Video(  ) CD/DVD Player(  ) Newspaper(  ) Refrigerator(  ) 
Bicycle(  ) Bike(  ) Car(  )  (Total          ) US$ 
  Livestock (If interviewee has property check like this ✓  
Cow(  ) Buffalo(  ) Chicken(  ) Duck(  ) Goat(  ) Pig(  ) (Total          ) US$ 
7. Own house a. Yes (   )   b. No  (   ) 
  Type of house . a. wooden (   ) b. brick (   )  c. thatch (   ) 
  House condition a. good (  )  b. not bad (  )  c. bad (  ) 
  Type of Cooking fuel a. wood (   ) b. gas (  ) c. electricity (   ) d. charcoal (    ) 
  Do you have electricity? a. Yes (   ) B. No (   )  If No, use a. generator (  ) b. battery (  )  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 c. candle (  ) 
  Toilet  a. Yes (   )    b. No (   ) 
  Drinking water. a. Water supply (  ) b. Well (  )  c. River (  )  d. Pond, Pool (  )   
	 	 	 	 	 	 e. Hand pump tube well (  ) 
Household using water. a. Water supply (  ) b. Well (  )  c. River (  )  d. Pond, Pool (  )  
	 	 	 	 	 	 	 	  e. Hand pump tube well (  ) 
8. The number of the children who died under 1 year old? a. (        ) child  b. No 
The number of the children who died under 5 years old? a. (        ) child  b. No 
How to take care during pregnancy? a. at hospital (   )  b. at clinic (   ) c. never (   ) 
Where did you give birth? a. at hospital (   )  b. at clinic (   ) c. at home (   ) ( i. nurse  ii. 
traditional )  
How much? (          ) US$ 
  Abortion Case? a. Yes (   )   b. No (   )  If Yes, why? 
(                                         ) 
9. Do you use Cell phone? a. Yes (   )   b. No (   )  
  Do you read newspaper or magazine? a. Yes (   )   b. No (   )   
  Do you use internet? a. Yes (   )   b. No (   ) 
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附録 6	 村長用質問票 
 
Investigating Socio-economic Condition of Rural Area in Laos 
 
Questionnaire for village head 
 
Date: (    .   . 2014 ) Interviewer: (                       ) 
 
1. Size of village (          ) Acre 
2. Land for cultivation (        ) Acre 
3. Distance from city (      ) kilometer 
4. Type of transportation from city (                     ) 
5. Electricity a. Yes (  )  b. No (   ) 
 
1. Total number of household (        ) household 
2. Total number of villager (       ) people 
3. Main job of household head (                                                ) 
 
1. Primary school ; a. Yes (  )  b. No (   ) If No, distance from school to village (     ) km 
2. Middle school; a. Yes (  )  b. No (   ) If No, distance from school to village (     ) km 
3. High school; a. Yes (  )  b. No (   ) If No, distance from school to village (     ) km 
4. Distance from hospital (     ) km 
5. Distance from clinic (     ) km 
 
1. Do you have any problem in village?  
(                                                                       ) 
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